
【令和８年２月１日現在】郡山市と他の機関との連携協定一覧
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1 031000 総務法務課 ふるさとふくしま帰還支援事業 福島県 1団体 官 事業 H26.4.1 平成26年度～

ふるさとの情報が手に入りにくい避難者に向け、毎月１回、国、県、市の広報誌や復興の
動き、各種支援情報等の行政情報をＤＭで送付することで、避難元自治体とのつながりを
維持し、避難者の不安軽減を図り、ふるさとへの帰還や生活再建につなげる。
（参考　令和8年2月号分：284件発送）

左記の取り組みを継続予定であり、例
年、事業の継続を県市長会から福島県知
事へ要望している。

2 031000 総務法務課
郡山市と日本郵便株式会社郡山市内郵便局との包括連携
協定

日本郵便株式会社郡山市内郵便局 53団体 民 包括 H27.11.27 平成27年度～
道路損傷及び不法投棄と思われる廃棄物、その他日本郵便社員が業務の際に何らかの異変
に気付いた場合の情報提供　（参考　令和７年4月～令和８年１月　885件）

左記の取り組みを継続予定

3 031000 総務法務課 災害時等における車両提供に関する連携協定
福島日産自動車株式会社
日産プリンス福島販売株式会社

2団体 民 包括 R2.9.30 令和02年度～

令和３（2021）年２月１３日発生の福島県沖地震対応に係る車両の無償貸与
（R3.3.1～R3.5.31、20台）
令和４（2022）年３月１６日発生の福島県沖地震対応に係る車両の無償貸与
（R4.4.1～R4.4.30、10台）

左記の取り組みを継続予定

4 031000
総務法務課、子
育て給付課、中
央図書館

エアソリューション事業実証実験に関する協定書 アイリスオーヤマ株式会社 1団体 民 事業 R4.10.12 令和04年度～
ニコニコこども館、中央図書館へプラズマガードプロの導入
（ニコニコこども館２台、中央図書館２台）
R4.12.1アイリスオーヤマから除菌データについての報告

新型コロナウィルス感染防止対策とし
て、イオンを利用した空間及び表面除菌
の効果を公共施設において検証するた
め、プラズマガードプロアイリスエディ
ションを使用して、イオンの滞留状況を
測定しその数値をグラフ化する実験を行
う
令和５年２月28日までに実証実験報告書
の提出を受ける。

5 033100 人事課 職員の派遣に関する協定 郡山地方広域消防組合 1団体 官 人事 R4.3.23 平成01年度～ 郡山市→郡山地方広域消防組合　２年毎　１名派遣
郡山市→郡山地方広域消防組合　２年毎
１名派遣

6 033100 人事課 福島県警察職員の郡山市派遣に関する協定 福島県警察本部 1団体 官 人事 R5.3.9 平成15年度～ 福島県警→郡山市　２年毎　１名派遣 福島県警→郡山市　２年毎　１名派遣

7 033100 人事課 福島県市町村職員の実務研修に関する要綱 福島県 1団体 官 人事 R6.3.11 平成18年度～ 郡山市→福島県（東京事務所）　２年毎　１名派遣
郡山市→福島県（東京事務所）　２年毎
１名派遣

8 033100 人事課
郡山市職員の一般社団法人郡山市観光協会に対する派遣
に関する協定

（一社）郡山市観光協会 1団体 民 人事 R6.3.15 平成29年度～ 郡山市→観光協会　２年毎　２名派遣 郡山市→観光協会　２年毎　２名派遣

9 033100 人事課
郡山市職員の公益財団法人郡山コンベンションビュー
ローに対する職員派遣に関する協定

公益財団法人郡山コンベンションビュー
ロー

1団体 民 人事 R6.3.15 平成05年度～ 郡山市→コンベンション　２年毎　２名派遣
郡山市→コンベンション　２年毎　２名
派遣

10 033100 人事課
郡山市職員の公益財団法人郡山地域テクノポリス推進機
構に対する職員派遣に関する協定

公益財団法人郡山地域テクノポリス推進
機構

1団体 民 人事 R6.3.15 昭和61年度～ 郡山市→テクノポリス　２年毎　１名派遣
郡山市→テクノポリス　２年毎　１名派
遣

合計312件
（人事 11、　包括 53、　事業 107、　災害 141）
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11 033100 人事課 福島県職員及び市町村職員相互人事交流に関する協定書 福島県 1団体 官 人事 R6.3.25 平成16年度～
郡山市→福島県　２年毎　２名派遣
福島県→郡山市　２年毎　２名派遣

郡山市→福島県　２年毎　２名派遣
福島県→郡山市　２年毎　２名派遣

12 033100 人事課
地方公共団体等の職員の研修員としての受入れに関する実施
要領、地方公共団体等の職員の研修員としての受入れに関す
る実施細則

経済産業省 1団体 官 人事 R6.3.26 令和06年度～ 郡山市→経済産業省　１年　１名派遣 郡山市→経済産業省　１年　１名派遣

13 033100 人事課
郡山市と福島県後期高齢者医療広域連合とにおける職員
の派遣に関する協定

福島県後期高齢者医療広域連合 1団体 民 人事 R6.3.29 平成19年度～ 郡山市→後期高齢者医療広域連合　３年毎　２名派遣
郡山市→後期高齢者医療広域連合　３年
毎　２名派遣

14 033100 人事課
郡山市職員の一般財団法人太田綜合病院に対する派遣に
関する協定書

一般財団法人太田綜合病院 1団体 民 人事 R7.3.12 令和７年度 郡山市→一般財団法人太田綜合病院　１年毎　１名派遣
郡山市→一般財団法人太田綜合病院　１
年毎　１名派遣

15 033100 人事課 派遣職員の取扱いに関する協定書 金沢市 1団体 官 人事 R7.3.31 令和７年度 郡山市→金沢市　４月～９月、10月～３月　１名ずつ派遣 郡山市→金沢市　10月～３月　１名派遣

16 034100 防災危機管理課 消防組織法に基づく消防相互応援協定 須賀川市 1団体 官 災害 S43.7.30 昭和43年度～

17 034100 防災危機管理課 消防組織法に基づく消防相互応援協定 白河市 1団体 官 災害 S43.7.30 昭和43年度～

18 034100 防災危機管理課 生活必需物資等の供給協力に関する協定 ミツウロコ㈱郡山工場 1団体 民 災害 S59.3.27 昭和59年度～

19 034100 防災危機管理課 生活必需物資等の供給協力に関する協定 福島県石油業組合郡山支部 1団体 民 災害 S59.3.27 昭和59年度～ 東日本台風の際、ポンプ場用Ａ重油納入開始。以降随時納入。

20 034100 防災危機管理課 生活必需物資等の供給協力に関する協定 ㈱商工給食 1団体 民 災害 S59.3.28 昭和59年度～
〇避難所用食糧品購入
・令和元年東日本台風の際、避難所への弁当配食支援

21 034100 防災危機管理課 生活必需物資等の供給協力に関する協定 郡山食品工業団地 1団体 民 災害 S59.3.28 昭和59年度～

22 034100 防災危機管理課 生活必需物資等の供給協力に関する協定 ㈱東邦フードサービス 1団体 民 災害 S59.3.30 昭和59年度～

23 034100 防災危機管理課 生活必需物資等の供給協力に関する協定 福島さくら農業協同組合 1団体 民 災害 S59.4.2 昭和59年度～
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24 034100 防災危機管理課 消防組織法に基づく消防相互応援協定 会津若松市 1団体 官 災害 H2.6.25 平成02年度～

25 034100 防災危機管理課 災害対策基本法に基づく相互応援協定 宇都宮市 1団体 官 災害 H8.9.25 平成08年度～

26 034100 防災危機管理課 災害対策基本法に基づく相互応援協定 奈良市 1団体 官 災害 H8.9.25 平成08年度～ 東日本台風の際、支援物資（食料品）

27 034100 防災危機管理課 災害対策基本法に基づく相互応援協定 中核市（53市） 53団体 官 災害 H8.9.25 平成08年度～ ・他中核市の被害状況等の情報提供等

28 034100 防災危機管理課
磐越道都市交流会議
災害時における相互応援に関する要綱

磐越道都市交流会議加盟市町 1団体 官 災害 H10.5.21 平成10年度～

29 034100 防災危機管理課 災害時における緊急・救援輸送に関する協定 郡山トラックセンター事業協同組合 1団体 民 災害 H11.2.1 平成10年度～

30 034100 防災危機管理課 災害時における緊急・救援輸送に関する協定 社団法人福島県トラック協会郡山支部 1団体 民 災害 H12.3.2 平成11年度～
〇避難所用食糧品配送
・令和元年東日本台風（日通郡山運輸㈱）

31 034100 防災危機管理課 災害時における協力に関する協定 社団法人全日本冠婚葬祭互助協会 1団体 民 災害 H13.7.13 平成13年度～

32 034100 防災危機管理課 災害時における報道に関する協定 日本放送協会福島放送局 1団体 民 災害 H14.12.24 平成14年度～ 令和元年東日本台風の際、災害時の放送及び避難所へのテレビの設置（芳賀小・高瀬小）

33 034100 防災危機管理課 災害時における報道に関する協定 株式会社テレビユー福島 1団体 民 災害 H14.12.24 平成14年度～ 令和元年東日本台風の際、災害時の放送

34 034100 防災危機管理課 災害時における報道に関する協定 株式会社福島放送 1団体 民 災害 H14.12.24 平成14年度～ 令和元年東日本台風の際、災害時の放送

35 034100 防災危機管理課 災害時における報道に関する協定 株式会社福島中央テレビ 1団体 民 災害 H14.12.24 平成14年度～ 令和元年東日本台風の際、災害時の放送
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36 034100 防災危機管理課 災害時における報道に関する協定 株式会社ラジオ福島 1団体 民 災害 H14.12.24 平成14年度～ 令和元年東日本台風の際、災害時の放送

37 034100 防災危機管理課 災害時における報道に関する協定 株式会社エフエム福島 1団体 民 災害 H14.12.24 平成14年度～ 令和元年東日本台風の際、災害時の放送

38 034100 防災危機管理課 災害対策基本法に基づく相互応援協定 田村市・小野町・三春町 3団体 官 災害 H17.6.17 平成17年度～ 【田村市】令和元年東日本台風の際、郡山市へ職員派遣（避難所対応）延べ56名

39 034100 防災危機管理課 生活必需物資等の供給協力に関する協定 ㈱ヨークベニマル 1団体 民 災害 H17.12.1 平成17年度～
〇避難所用食糧品購入
・令和元年東日本台風の際、避難所へのパン配食支援
・福島県沖地震

40 034100 防災危機管理課 生活必需物資等の供給協力に関する協定 イオンリテール㈱イオン郡山フェスタ店 1団体 民 災害 H18.5.31 平成18年度～

41 034100 防災危機管理課 生活必需物資等の供給協力に関する協定 NPO法人コメリ災害対策センター 1団体 民 災害 H18.8.2 平成18年度～ 東日本台風の際、浸水家屋消毒のための消石灰調達

42 034100 防災危機管理課 生活必需物資等の供給協力に関する協定 ダイドードリンコ㈱東北第一営業部 1団体 民 災害 H18.12.19 平成18年度～

43 034100 防災危機管理課 災害対策基本法に基づく相互応援協定 本宮市・大玉村 2団体 官 災害 H19.7.3 平成19年度～

44 034100 防災危機管理課 生活必需物資等の供給協力に関する協定 福島県エルピーガス協会 1団体 民 災害 H20.4.7 平成20年度～

45 034100 防災危機管理課 災害対策基本法に基づく相互応援協定 鳥取市 1団体 官 災害 H21.5.22 平成21年度～ 東日本台風の際、支援物資（食料品）

46 034100 防災危機管理課 災害時における報道に関する協定 株式会社郡山コミュニティ放送 1団体 民 災害 H23.2.4 平成22年度～ 令和元年東日本台風の際、災害時の放送

47 034100 防災危機管理課 災害時の情報交換に関する協定 国土交通省東北地方整備局 1団体 官 災害 H25.7.5 平成25年度～ 令和元年東日本台風の際郡山市役所にて災害対応

48 034100 防災危機管理課 特設公衆電話の設置・利用に関する覚書 東日本電信電話株式会社　福島支店 1団体 民 災害 H25.8.29 平成25年度～ 令和元年東日本台風の際、リエゾン派遣
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49 034100 防災危機管理課 生活必需物資等の供給協力に関する協定 ㈱伊藤園 1団体 民 災害 H25.12.13 平成25年度～

50 034100 防災危機管理課 生活必需物資等の供給協力に関する協定 ㈱ダイユーエイト 1団体 民 災害 H25.12.17 平成25年度～

51 034100 防災危機管理課 災害派遣に関する協定 陸上自衛隊郡山駐屯地 1団体 官 災害 H26.3.27 平成25年度～ 令和元年東日本台風の際、災害派遣による救助等

52 034100 防災危機管理課
災害発生時における帰宅困難者の一時受入等に関する協
定

三菱電機株式会社コミュニケーション・
ネットワーク製作所郡山工場

1団体 民 災害 H26.9.1 平成26年度～

53 034100 防災危機管理課
災害発生時における帰宅困難者の一時受入等に関する協
定

東日本旅客鉄道株式会社仙台支社 1団体 民 災害 H27.3.19 平成26年度～

54 034100 防災危機管理課 要配慮者の輸送に関する協定 郡山地区ハイヤータクシー協同組合 1団体 民 災害 H27.5.29 平成27年度～

55 034100 防災危機管理課 災害情報に関する協定 ㈱ウェザーニューズ 1団体 民 災害 H27.5.29 平成27年度～ 協定締結時より「減災プロジェクト」を実施中

56 034100 防災危機管理課 災害時の情報収集等に関する協定 郡山市民アマチュア無線実行委員会 1団体 民 災害 H27.8.10 平成27年度～ 東日本台風の際、災害情報等の提供

57 034100 防災危機管理課 災害時における労働・年金相談に関する協定 福島県社会保険労務士会 1団体 民 災害 H28.3.16 平成27年度～

58 034100 防災危機管理課 災害時における物資等の供給等協力に関する協定
株式会社日和田ショッピングモール
株式会社ユニクロ

1団体 民 災害 H28.8.4 平成28年度～

59 034100 防災危機管理課 災害時における物資の供給協力に関する協定 神田産業株式会社 1団体 民 災害 H28.10.24 平成28年度～ コロナウイルス感染症対策として、避難所用の段ボールベッドを購入（Ｒ２年）

60 034100 防災危機管理課 災害時における地図製品等の供給等に関する協定 株式会社ゼンリン 1団体 民 災害 H28.11.16 平成28年度～
○災害時用住宅地図の借用
・令和元年東日本台風

61 034100 防災危機管理課 災害時における福祉避難所の設置運営協力 （福）愛星福祉会 1団体 民 災害 H29.3.28 平成28年度～
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62 034100 防災危機管理課 災害時における福祉避難所の設置運営協力 （福）共生福祉会 1団体 民 災害 H29.3.28 平成28年度～

63 034100 防災危機管理課 災害時における福祉避難所の設置運営協力 （医）共生会 1団体 民 災害 H29.3.28 平成28年度～

64 034100 防災危機管理課 災害時における福祉避難所の設置運営協力 （福）南東北福祉事業団 1団体 民 災害 H29.3.28 平成28年度～ 東日本台風の際、南東北グランプラス八山田に福祉避難所開設

65 034100 防災危機管理課 災害時における福祉避難所の設置運営協力 （福）太田福祉記念会 1団体 民 災害 H29.3.28 平成28年度～

66 034100 防災危機管理課 災害時における福祉避難所の設置運営協力 （福）郡山福祉会 1団体 民 災害 H29.3.28 平成28年度～

67 034100 防災危機管理課 災害時における福祉避難所の設置運営協力 （福）心愛会 1団体 民 災害 H29.3.28 平成28年度～

68 034100 防災危機管理課 災害時における福祉避難所の設置運営協力 （福）たるかわ福祉会 1団体 民 災害 H29.3.28 平成28年度～

69 034100 防災危機管理課 災害時における福祉避難所の設置運営協力 （福）桜福祉会 1団体 民 災害 H29.3.28 平成28年度～

70 034100 防災危機管理課 災害時における福祉避難所の設置運営協力 （福）安積福祉会 1団体 民 災害 H29.3.28 平成28年度～

71 034100 防災危機管理課 災害時における福祉避難所の設置運営協力 （福）安積愛育園 1団体 民 災害 H29.3.28 平成28年度～

72 034100 防災危機管理課 災害時における福祉避難所の設置運営協力 （福）いずみ福祉会 1団体 民 災害 H29.3.28 平成28年度～

73 034100 防災危機管理課 災害時における福祉避難所の設置運営協力 （福）くわの福祉会 1団体 民 災害 H29.3.28 平成28年度～

74 034100 防災危機管理課 災害時における福祉避難所の設置運営協力 （福）笑風会 1団体 民 災害 H29.3.28 平成28年度～
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75 034100 防災危機管理課 災害時における福祉避難所の設置運営協力 （福）藹々 1団体 民 災害 H29.3.28 平成28年度～

76 034100 防災危機管理課 災害時における福祉避難所の設置運営協力 （福）なりた福祉会 1団体 民 災害 H29.3.28 平成28年度～

77 034100 防災危機管理課 災害時における物資等の供給等協力に関する協定 東北アルフレッサ株式会社 1団体 民 災害 H29.3.30 平成28年度～

78 034100 防災危機管理課
原子力災害時における日立市民の県外広域避難に関する
協定

日立市 1団体 官 災害 H29.8.3 平成29年度～ 令和元年東日本台風の際、支援物資（食料品）

79 034100 防災危機管理課 災害協定 ユニ・チャーム株式会社 1団体 民 災害 H29.11.16 平成29年度～

80 034100 防災危機管理課 磐梯山火山噴火時における猪苗代町民の町外広域避難 猪苗代町 1団体 官 災害 H29.12.21 平成29年度～

81 034100 防災危機管理課 災害時における物資の供給協力に関する協定 コカ･コーライーストジャパン株式会社 1団体 民 災害 H29.12.25 平成29年度～

82 034100 防災危機管理課 災害発生時における福祉避難所の設置運営に関する協定 社会福祉法人郡山清和救護園 1団体 民 災害 H30.3.28 平成29年度～

83 034100 防災危機管理課 災害発生時における福祉避難所の設置運営に関する協定 一般財団法人太田綜合病院 1団体 民 災害 H30.3.28 平成29年度～

84 034100 防災危機管理課 災害発生時における福祉避難所の設置運営に関する協定 医療法人慈繁会 1団体 民 災害 H30.3.28 平成29年度～

85 034100 防災危機管理課 災害発生時における福祉避難所の設置運営に関する協定 医療法人栄心会 1団体 民 災害 H30.3.28 平成29年度～

86 034100 防災危機管理課 災害時における福祉避難所の設置運営協力 医療法人池田内科病院 1団体 民 災害 H30.3.28 平成29年度～

87 034100 防災危機管理課 災害時における福祉避難所の設置運営協力 社会福祉法人健寿社会 1団体 民 災害 H31.3.26 平成30年度～

7 / 32 



№ コード 課名 協定(連携)の名称 締結（連携）先 団体数
相手方
区分

種別
締結

年月日
事業開始年

度
実績

協定に基づく今後の取り組み
予定（内容・時期等）)

88 034100 防災危機管理課 災害時における福祉避難所の設置運営協力 社会医療法人あさかホスピタル 1団体 民 災害 H31.3.26 平成30年度～

89 034100 防災危機管理課 災害時における防災活動協力
イオンタウン株式会社
マックスバリュ南東北株式会社
イオンリテール株式会社東北カンパニー

1団体 民 災害 H31.4.26 令和01年度～
〇車中避難場所の提供
　・令和元年東日本台風（10/12～13）

90 034100 防災危機管理課 災害時における車両避難場所等提供協力に関する協定 株式会社ニラク 1団体 民 災害 R2.8.7 令和02年度～
〇車中避難場所の提供等
　・Ｒ２年台風第12号（9/23～9/24）・台風14号警戒
　・Ｒ３年台風8号（7/27～7/28）

91 034100 防災危機管理課
災害時における電気自動車からの電力供給等に関する協
定

福島日産自動車株式会社
日産プリンス福島販売株式会社
日産自動車株式会社

3団体 民 災害 R2.9.30 令和02年度～

92 034100 防災危機管理課
災害時における避難者支援・指定避難所等の協力に関す
る協定

学校法人　郡山学院 1団体 民 災害 R2.10.23 令和02年度～
〇避難所としての協力等
　・Ｒ３年台風8号（7/27～7/28）

93 034100 防災危機管理課
災害時における避難者支援・指定避難所等の協力に関す
る協定

新協地水株式会社 1団体 民 災害 R2.10.26 令和02年度～

94 034100 防災危機管理課 災害時避難施設に係る情報の提供に関する協定 株式会社バカン 1団体 民 災害 R2.10.30 令和02年度～
〇避難所開設、混雑情報のリアルタイムでのウェブ上での情報提供
　①福島県沖地震
　②令和３年７月及び８月の自主避難所開設時

95 034100 防災危機管理課 災害時における防災活動協力に関する協定 ＡＬＳＯＫ福島株式会社 1団体 民 災害 R2.11.5 令和02年度～
〇災害時等における防災協力（車両避難、車中避難場所等の巡回及び警備）
・Ｒ３年台風8号（7/27～7/28）

96 034100 防災危機管理課
災害時における避難者支援・指定避難所等の協力に関す
る協定

学校法人こおりやま東都学園 1団体 学 災害 R2.12.16 令和02年度～
〇避難所としての協力等
　・Ｒ３年台風8号（7/27～7/28）

97 034100 防災危機管理課 災害における情報発信等に関する協定 ヤフー株式会社 1団体 民 災害 R3.2.4 令和02年度～

98 034100 防災危機管理課 災害における情報発信等に関する協定
東北電力ネットワーク株式会社郡山電力
センター

1団体 民 災害 R3.3.25 令和02年度～

99 034100 防災危機管理課 災害時における指定緊急避難場所の利用に関する協定 株式会社　エディソン 1団体 民 災害 R3.8.2 令和03年度～

100 034100 防災危機管理課
災害時における避難者支援・指定避難所等の協力に関す
る協定

株式会社エフコム 1団体 民 災害 R3.8.2 令和03年度～
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101 034100 防災危機管理課 防災情報発信等に関する協定 福島テレビ株式会社 1団体 民 災害 R3.9.1 令和03年度～ 令和元年東日本台風の際、災害時の放送

102 034100 防災危機管理課 災害時におけるレンタル資機材の提供に関する協定
西尾レントオール株式会社福島営業部
株式会社レントオール福島

2団体 民 災害 R3.10.6 令和03年度～

103 034100 防災危機管理課
災害時における空気循環式紫外線清浄機の貸与に関する
協定

株式会社　東洋技研 1団体 民 災害 R3.10.15 令和03年度～

104 034100 防災危機管理課 災害時等における防災活動の協力に関する協定書
東日本電信電話株式会社　宮城事業部福
島支店

1団体 民 災害 R4.3.30 令和04年度～

105 034100 防災危機管理課 災害時等における物資の保管等の協力に関する協定 東日本倉庫株式会社 1団体 民 災害 R5.3.23 令和04年度～

106 034100 防災危機管理課
大規模災害時における「ふくしま災害時相互応援チー
ム」による相互応援等に関する協定

福島県及び県内市町村 60団体 官 災害 R5.10.24 令和05年度～

大規模災害時における応援要請、応援の
調整、応援の実施、県及び市町村の役
割、応援に要する経費の負担等を定める
もの。

107 034100 防災危機管理課 災害時における相互支援等に関する協定
福島市
いわき市

2団体 官 災害 R6.3.28 令和05年度～

対口支援としての連携、県外等からの受
援に対する支援、県外への応援の際の連
携、平時からの最新の防災情報の共有、
合同勉強会や訓練の実施による連携

108 034100 防災危機管理課 災害時における指定避難所等の協力に関する協定 株式会社ヨークベニマル 1団体 民 災害 R6.3.28 令和05年度～
指定避難所としての協力、浸水エリアを
除く市内店舗駐車場の利用協力、防災訓
練自党の協力

109 034100 防災危機管理課
災害時における避難者支援・指定避難所等の協力に関す
る協定

河村電器産業株式会社 1団体 官 災害 R6.4.18 令和06年度～

指定避難所としての協力、災害対応電気
自動車への電力の供給、避難所等に対し
ての所有する電気自動車を用いた電力の
供給及び関連避難所運営業務の協力

110 034100 防災危機管理課 渋谷区及び郡山市災害時相互応援協定 渋谷区 1団体 官 災害 R6.11.13 令和06年度～

平時から情報交換を行い、連携を図ると
ともに、災害発生時には食糧や生活必需
品などの提供、救助・救援に必要な職員
派遣など 相互支援を実施

111 034100 防災危機管理課
災害時における要配慮者等の宿泊施設の提供等に関する
協定

郡山市旅館ホテル組合 1団体 民 災害 R6.11.22 令和02年度～

112 034100 防災危機管理課 災害時における生活物資の供給等に関する協定 パナソニックホールディングス株式会社 1団体 民 災害 R7.3.14 令和6年度～
災害時において物資（乾電池、乾電池式
モバイルバッテリー、ＬＥＤランタン）
の供給を受ける。
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113 034100 防災危機管理課
災害時における避難者支援・指定避難所等の協力及び物
資等の緊急輸送等に関する協定

ヤマト運輸株式会社
株式会社プロロジス
ＮＴＴ東日本株式会社
株式会社フクダ・アンド・パートナーズ

4団体 民 災害 R7.10.20 令和7年度～

〇ヤマト運輸株式会社
・Ｂ棟内食堂の避難 所としての提供
・災害支援物資の避難所等への配送
・災害支援物資の集積所の提供　等
〇株式会社プロロジス
・災害支援物資の集積場所及び配送拠点
の手配
※プロロジスパーク郡 山１の稼働後（令
和９年４月１日予定）
・災害支援物資輸送用ヘリポートの手配
等
〇ＮＴＴ東日本株式会社
・防災備蓄品の管理や防災情報連携のデ
ジタル化の検討
・ ドローン 等を活用した防災と減災 の
検証　等
〇株式会社フクダ・アンド・パートナー
ズ
・Ｂ棟内会議室の避難所としての提供
・避難者への備蓄食料等の提供　等

114 061000 未来創造課 包括連携協定 株式会社　東邦銀行 1団体 民 包括 H25.8.6 平成25年度～

・人事交流
・預貯金等照会業務の電子化「pipitLINQ」の導入（令和2年1月）
・各種市事業の周知関係
・市税等口振依頼書の一部届出印押印省略（令和3年12月）
・こおりやまSDGsアワード懇談会委員依頼（令和元年度～令和7年度）

・人事交流
・各種市事業の周知関係

115 061000 未来創造課 包括連携協定 株式会社　大東銀行 1団体 民 包括 H25.11.22 平成25年度～ ・各種市事業の周知関係 ・各種市事業の周知関係

116 061000 未来創造課 東京電機大学との連携協定 東京電機大学 1団体 学 包括 H28.2.15 平成27年度～

・2016（平成28）年度～
　・委員等委嘱（ＤＸ推進アドバイザー、社会教育委員、水素利活用推進研究会）
　・各種セミナー等開催（情報セキュリティ、まちづくり、自主防災、ＩＣＴ、
　　　　　　　　　　　　環境推進委員）
　・就職支援事業（Ｕ・Ｉターンガイダンス、セミナー等）

・委員等委嘱（継続）

117 061000 未来創造課
郡山市、公立大学法人会津大学及び公益財団法人郡山地
域テクノポリス推進機構との包括連携に関する協定書

公立大学法人会津大学
公益財団法人郡山地域テクノポリス推進
機構

2団体 学 包括 H28.12.20 平成28年度～

・2016（平成28）～2017（平成29）年度
　・郡山オープンイノベーション会議開催（計5回）
・2017（平成29）年度～
　・各種研修会開催（カウンセリング、ＩＣＴ、情報モラル、統計）

・統計セミナー開催（毎年度）

118 061000
未来創造課、住
宅政策課

郡山市と特定非営利活動法人こおりやま空家バンクとの
空き家の有効活用に関する協定

特定非営利活動法人こおりやま空家バン
ク

1団体 民 包括 H29.3.22 平成28年度～

・空家バンク物件見学会の実施（R3.9月）
・空家バンクセミナーの実施　14回（H29～）
・空家バンクとの意見交換会（R3.12月、R4.7月、R5以降随時開催）
・空家相談会の開催（毎週金曜日）
・空家バンクにおける売買等成約件数：92件（H28～）※R7.2.1現在
・空家に関する情報共有

左記内容を継続して実施予定

119 061000 未来創造課 ドローン利活用 株式会社スペースワン 1団体 民 事業 H29.11.16 平成29年度～

・2019年10月　ドローンによる台風19号の被災状況調査
・2021年２月　ドローンによる航空写真撮影（小学校７校）
・イベントの後援、市の研究会等の講師派遣
・2024年6月　水中ドローン活用セミナーの後援
・2025年11月　第４回福島ドローンサミットの後援

・ドローンに関する情報共有

120 061000 未来創造課 ドローン等の産業用ロボットにかかる連携協力 イームズロボティクス株式会社 1団体 民 事業 H29.12.26 平成29年度～ ・2017年～市内企業とのマッチングに向けた協議、デモフライトへの職員参加 ・ドローンに関する情報共有

121 061000 未来創造課
あいおいニッセイ同和損害保険株式会社との
包括連携協定

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 1団体 民 包括 H30.4.27 平成30年度～

・交通安全研修（平成31年4月）
・BCP策定支援webセミナー（令和2年8月）
・こおりやま広域圏職員向けワークショップ（令和3年3月）
・SDGs web　セミナー（令和3年3月、9～10月）
・こおりやま広域圏へ交通安全ドリル寄贈（令和4年5月）
・ふるさと納税事業者向けセミナー（令和4年7月）
・エコドライブ・安全運転コンテスト（令和4年12月）

・各種市事業の周知関係、高齢者の見守
り活動など

122 061000 未来創造課
学校法人国際総合学園FSG カレッジリーグとの
包括連携協定

学校法人国際総合学園FSG カレッジリー
グ

1団体 学 包括 H30.5.9 平成30年度～
・2017（平成29）年度～　ＣＭ大賞（ＫＦＢ）に係る本市ＣＭ作成
・2018（平成30）年度　こおりやま広域圏ロゴマーク等作成
・2019（令和元）年度　小学生ものづくり講座開催

・ＣＭ大賞（ＫＦＢ）に係る本市ＣＭ作
成（毎年度）
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123 061000 未来創造課 連携中枢都市圏形成に係る連携協約 須賀川市 1団体 官 包括 H31.1.23 令和01年度～

・関係市町村及び外部有識者等による会議を開催し、各種協議、連絡調整
　こおりやま広域連携中枢都市圏ビジョン懇談会（外部有識者）毎年度開催、同幹事会
（企画担当課長会議）：年度5回程度開催
・連携中枢都市圏ビジョン（毎年度所要の変更）
・第２期連携中枢都市圏ビジョンの策定（令和6年3月）

・各連携事業を効果的・効率的に推進
し、「圏域全体の経済成長のけん引」、
「高次の都市機能の集積・強化」、「圏
域全体の生活関連機能サービスの向上」
の3つの役割を果たすことを目指す。

124 061000 未来創造課 連携中枢都市圏形成に係る連携協約 田村市 1団体 官 包括 H31.1.27 令和01年度～

・関係市町村及び外部有識者等による会議を開催し、各種協議、連絡調整
　こおりやま広域連携中枢都市圏ビジョン懇談会（外部有識者）毎年度開催、同幹事会
（企画担当課長会議）：年度5回程度開催
・連携中枢都市圏ビジョン（毎年度所要の変更）
・第２期連携中枢都市圏ビジョンの策定（令和6年3月）

・各連携事業を効果的・効率的に推進
し、「圏域全体の経済成長のけん引」、
「高次の都市機能の集積・強化」、「圏
域全体の生活関連機能サービスの向上」
の3つの役割を果たすことを目指す。

125 061000 未来創造課 連携中枢都市圏形成に係る連携協約 本宮市 1団体 官 包括 H31.1.27 令和01年度～

・関係市町村及び外部有識者等による会議を開催し、各種協議、連絡調整
　こおりやま広域連携中枢都市圏ビジョン懇談会（外部有識者）毎年度開催、同幹事会
（企画担当課長会議）：年度5回程度開催
・連携中枢都市圏ビジョン（毎年度所要の変更）
・第２期連携中枢都市圏ビジョンの策定（令和6年3月）

・各連携事業を効果的・効率的に推進
し、「圏域全体の経済成長のけん引」、
「高次の都市機能の集積・強化」、「圏
域全体の生活関連機能サービスの向上」
の3つの役割を果たすことを目指す。

126 061000 未来創造課 連携中枢都市圏形成に係る連携協約 大玉村 1団体 官 包括 H31.1.27 令和01年度～

・関係市町村及び外部有識者等による会議を開催し、各種協議、連絡調整
　こおりやま広域連携中枢都市圏ビジョン懇談会（外部有識者）毎年度開催、同幹事会
（企画担当課長会議）：年度5回程度開催
・連携中枢都市圏ビジョン（毎年度所要の変更）
・第２期連携中枢都市圏ビジョンの策定（令和6年3月）

・各連携事業を効果的・効率的に推進
し、「圏域全体の経済成長のけん引」、
「高次の都市機能の集積・強化」、「圏
域全体の生活関連機能サービスの向上」
の3つの役割を果たすことを目指す。

127 061000 未来創造課 連携中枢都市圏形成に係る連携協約 鏡石町 1団体 官 包括 H31.1.27 令和01年度～

・関係市町村及び外部有識者等による会議を開催し、各種協議、連絡調整
　こおりやま広域連携中枢都市圏ビジョン懇談会（外部有識者）毎年度開催、同幹事会
（企画担当課長会議）：年度5回程度開催
・連携中枢都市圏ビジョン（毎年度所要の変更）
・第２期連携中枢都市圏ビジョンの策定（令和6年3月）

・各連携事業を効果的・効率的に推進
し、「圏域全体の経済成長のけん引」、
「高次の都市機能の集積・強化」、「圏
域全体の生活関連機能サービスの向上」
の3つの役割を果たすことを目指す。

128 061000 未来創造課 連携中枢都市圏形成に係る連携協約 天栄村 1団体 官 包括 H31.1.27 令和01年度～

・関係市町村及び外部有識者等による会議を開催し、各種協議、連絡調整
　こおりやま広域連携中枢都市圏ビジョン懇談会（外部有識者）毎年度開催、同幹事会
（企画担当課長会議）：年度5回程度開催
・連携中枢都市圏ビジョン（毎年度所要の変更）
・第２期連携中枢都市圏ビジョンの策定（令和6年3月）

・各連携事業を効果的・効率的に推進
し、「圏域全体の経済成長のけん引」、
「高次の都市機能の集積・強化」、「圏
域全体の生活関連機能サービスの向上」
の3つの役割を果たすことを目指す。

129 061000 未来創造課 連携中枢都市圏形成に係る連携協約 猪苗代町 1団体 官 包括 H31.1.27 令和01年度～

・関係市町村及び外部有識者等による会議を開催し、各種協議、連絡調整
　こおりやま広域連携中枢都市圏ビジョン懇談会（外部有識者）毎年度開催、同幹事会
（企画担当課長会議）：年度5回程度開催
・連携中枢都市圏ビジョン（毎年度所要の変更）
・第２期連携中枢都市圏ビジョンの策定（令和6年3月）

・各連携事業を効果的・効率的に推進
し、「圏域全体の経済成長のけん引」、
「高次の都市機能の集積・強化」、「圏
域全体の生活関連機能サービスの向上」
の3つの役割を果たすことを目指す。

130 061000 未来創造課 連携中枢都市圏形成に係る連携協約 石川町 1団体 官 包括 H31.1.27 令和01年度～

・関係市町村及び外部有識者等による会議を開催し、各種協議、連絡調整
　こおりやま広域連携中枢都市圏ビジョン懇談会（外部有識者）毎年度開催、同幹事会
（企画担当課長会議）：年度5回程度開催
・連携中枢都市圏ビジョン（毎年度所要の変更）
・第２期連携中枢都市圏ビジョンの策定（令和6年3月）

・各連携事業を効果的・効率的に推進
し、「圏域全体の経済成長のけん引」、
「高次の都市機能の集積・強化」、「圏
域全体の生活関連機能サービスの向上」
の3つの役割を果たすことを目指す。

131 061000 未来創造課 連携中枢都市圏形成に係る連携協約 玉川村 1団体 官 包括 H31.1.27 令和01年度～

・関係市町村及び外部有識者等による会議を開催し、各種協議、連絡調整
　こおりやま広域連携中枢都市圏ビジョン懇談会（外部有識者）毎年度開催、同幹事会
（企画担当課長会議）：年度5回程度開催
・連携中枢都市圏ビジョン（毎年度所要の変更）
・第２期連携中枢都市圏ビジョンの策定（令和6年3月）

・各連携事業を効果的・効率的に推進
し、「圏域全体の経済成長のけん引」、
「高次の都市機能の集積・強化」、「圏
域全体の生活関連機能サービスの向上」
の3つの役割を果たすことを目指す。

132 061000 未来創造課 連携中枢都市圏形成に係る連携協約 平田村 1団体 官 包括 H31.1.27 令和01年度～

・関係市町村及び外部有識者等による会議を開催し、各種協議、連絡調整
　こおりやま広域連携中枢都市圏ビジョン懇談会（外部有識者）毎年度開催、同幹事会
（企画担当課長会議）：年度5回程度開催
・連携中枢都市圏ビジョン（毎年度所要の変更）
・第２期連携中枢都市圏ビジョンの策定（令和6年3月）

・各連携事業を効果的・効率的に推進
し、「圏域全体の経済成長のけん引」、
「高次の都市機能の集積・強化」、「圏
域全体の生活関連機能サービスの向上」
の3つの役割を果たすことを目指す。

133 061000 未来創造課 連携中枢都市圏形成に係る連携協約 浅川町 1団体 官 包括 H31.1.27 令和01年度～

・関係市町村及び外部有識者等による会議を開催し、各種協議、連絡調整
　こおりやま広域連携中枢都市圏ビジョン懇談会（外部有識者）毎年度開催、同幹事会
（企画担当課長会議）：年度5回程度開催
・連携中枢都市圏ビジョン（毎年度所要の変更）
・第２期連携中枢都市圏ビジョンの策定（令和6年3月）

・各連携事業を効果的・効率的に推進
し、「圏域全体の経済成長のけん引」、
「高次の都市機能の集積・強化」、「圏
域全体の生活関連機能サービスの向上」
の3つの役割を果たすことを目指す。

134 061000 未来創造課 連携中枢都市圏形成に係る連携協約 古殿町 1団体 官 包括 H31.1.27 令和01年度～

・関係市町村及び外部有識者等による会議を開催し、各種協議、連絡調整
　こおりやま広域連携中枢都市圏ビジョン懇談会（外部有識者）毎年度開催、同幹事会
（企画担当課長会議）：年度5回程度開催
・連携中枢都市圏ビジョン（毎年度所要の変更）
・第２期連携中枢都市圏ビジョンの策定（令和6年3月）

・各連携事業を効果的・効率的に推進
し、「圏域全体の経済成長のけん引」、
「高次の都市機能の集積・強化」、「圏
域全体の生活関連機能サービスの向上」
の3つの役割を果たすことを目指す。

135 061000 未来創造課 連携中枢都市圏形成に係る連携協約 三春町 1団体 官 包括 H31.1.27 令和01年度～

・関係市町村及び外部有識者等による会議を開催し、各種協議、連絡調整
　こおりやま広域連携中枢都市圏ビジョン懇談会（外部有識者）毎年度開催、同幹事会
（企画担当課長会議）：年度5回程度開催
・連携中枢都市圏ビジョン（毎年度所要の変更）
・第２期連携中枢都市圏ビジョンの策定（令和6年3月）

・各連携事業を効果的・効率的に推進
し、「圏域全体の経済成長のけん引」、
「高次の都市機能の集積・強化」、「圏
域全体の生活関連機能サービスの向上」
の3つの役割を果たすことを目指す。
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136 061000 未来創造課 連携中枢都市圏形成に係る連携協約 小野町 1団体 官 包括 H31.1.27 令和01年度～

・関係市町村及び外部有識者等による会議を開催し、各種協議、連絡調整
　こおりやま広域連携中枢都市圏ビジョン懇談会（外部有識者）毎年度開催、同幹事会
（企画担当課長会議）：年度5回程度開催
・連携中枢都市圏ビジョン（毎年度所要の変更）
・第２期連携中枢都市圏ビジョンの策定（令和6年3月）

・各連携事業を効果的・効率的に推進
し、「圏域全体の経済成長のけん引」、
「高次の都市機能の集積・強化」、「圏
域全体の生活関連機能サービスの向上」
の3つの役割を果たすことを目指す。

137 061000 未来創造課 包括連携協定 福島工業高等専門学校 1団体 学 包括 R1.5.20 令和01年度～

・2019（令和元）年度
　・ＳＤＧｓ講演会開催
　・小学生プログラミング講座開催
・2021（令和３）年度　わかもの創生会議参加

随時連携

138 061000 未来創造課 包括連携協定 福島大学 1団体 学 包括 R1.6.5 令和01年度～

・2019（令和元）年度　地域活性化フォーラム開催
・2019（令和元）年度～　福島大学絆会参画
・2022（令和４）年度　地域未来フォーラム2022開催）
・2024（令和６）年度　福島大学研究・地域連携公開フォーラム開催
・2024（令和６）年度　福島大学絆会分科会（GX、スタートアップ、人材育成）、交流会
参加
・2025（令和７）年度　福島大学絆会分科会（ごみ問題）参加
・2025（令和７）年度　福島大学改革フォーラム2025開催

・福島大学絆会参画

139 061000 未来創造課 連携中枢都市圏形成に係る連携協約 二本松市 1団体 官 包括 R1.10.18 令和01年度～

・関係市町村及び外部有識者等による会議を開催し、各種協議、連絡調整
　こおりやま広域連携中枢都市圏ビジョン懇談会（外部有識者）毎年度開催、同幹事会
（企画担当課長会議）：年度5回程度開催
・連携中枢都市圏ビジョン（毎年度所要の変更）
・第２期連携中枢都市圏ビジョンの策定（令和6年3月）

・各連携事業を効果的・効率的に推進
し、「圏域全体の経済成長のけん引」、
「高次の都市機能の集積・強化」、「圏
域全体の生活関連機能サービスの向上」
の3つの役割を果たすことを目指す。

140 061000 未来創造課
学校法人帝京安積学園帝京安積高等学校との包括的な連
携・協力に関する協定

学校法人帝京安積学園帝京安積高等学校 1団体 学 包括 R2.2.4 令和01年度～ ・2020（令和２）年度～　指定避難所（水害に係る垂直避難所） ・避難所開設（災害時）

141 061000 未来創造課 日本大学工学部との包括的な連携・協力に関する協定
日本大学工学部（日本大学東北高等学校
含む）

1団体 学 包括 R2.2.13 令和01年度～
・2020（令和２）年度～　指定避難所（水害に係る垂直避難所）
・2024（令和６）年度　ロハス工学シンポジウム開催
・2024（令和６）年度　郡山市制施行100周年記念オリジナルラッピングピアノ模型作成

・避難所開設（災害時）

142 061000 未来創造課 包括連携協定 福島県立テクノアカデミー郡山 1団体 学 包括 R2.3.23 令和01年度～ ・2020（令和２）年度～　指定避難所 ・避難所開設（災害時）

143 061000 未来創造課 大塚製薬（株）との包括連携協定 大塚製薬（株） 1団体 民 包括 R2.4.10 令和02年度～
・2020年５月　新しい生活様式の一環で熱中症対策動画の情報発信協力
・2020年８月　熱中症教材について無償提供（市内中学校へ周知）
・2020年11月　健康経営ライブオンセミナー（20201118）の周知協力

こおりやま広域連携中枢都市圏公民協奏
パートナーシップ包括連携協定に基づき
取り組み実施予定。

144 061000 未来創造課
三井住友海上火災保険（株）との包括的な連携に関する
協定

三井住友海上火災保険（株） 1団体 民 包括 R2.6.17 令和02年度～

・交通安全街頭PR（令和2年7月）
・BCP策定セミナー（庁内、広域圏職員向け）（令和2年8月）
・サイバー攻撃の実態と対策のポイントwebセミナー（令和3年9月）
・地域住民のためのコンサート「三井住友海上文化財団　ときめくひととき」公演（令和
4年2月26日）
・要配慮者利用施設及び介護事業者向避難確保計画ワークショップ開催（令和4年3月、8
月）

各種市事業の周知関係、高齢者の見守り
活動など

145 061000 未来創造課
「ＳＤＧｓ未来都市こおりやま」の具現化推進に向けた
郡山市と明治安田生命保険相互会社との包括的連携協定

明治安田生命保険相互会社 1団体 民 包括 R2.12.24 令和02年度～

・交通安全活動（街路指導・啓発チラシ配布等）（令和3年5月）
・空き家対策　空き家バンクチラシを用いた周知協力（令和3年7月）
・がん検診受診促進等での協力（令和3年度～）
・見守りネットワークに登録し、見守り活動を行う（令和3年度～）
・ヘルプマークの周知協力（令和4年6月）
・地元の応援募金による寄附（令和4年9月、令和5年11月）
・行政サービス情報提供活動開始（令和4年10月～）

各種市事業の周知関係

146 061000 未来創造課
郡山市と一般社団法人古民家再生協会福島との包括的連
携に関する協定書

一般社団法人古民家再生協会福島 1団体 民 包括 R3.3.9 令和02年度～
・情報誌「じゃぱとら」（月刊）の受領
・こおりやま空家バンクと連携した物件の現地説明会の開催（R3.9月）
・市長との意見交換（R4.5月）

情報誌「じゃぱとら」（月刊）の受領

147 061000 未来創造課
郡山市と東京海上日動火災保険株式会社とのＳＤＧｓの
推進に関する包括連携協定

東京海上日動火災保険株式会社 1団体 民 包括 R3.7.5 令和03年度～

・MaaSの取り組み（関係各所と導入に向けた協議）
・BCPワークショップ
・WHILL社電動車椅子　試乗会
・不妊治療と仕事の両立セミナー
・郡山市制施行100周年記念事業での無料給水車の提供（楽都郡山メモリアルパレード）

・MaaSの協議継続
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148 061000 未来創造課
郡山市と日本生命保険相互会社とのSDGsの推進に向けた
包括連携協定

日本生命保険相互会社 1団体 民 包括 R3.9.14 令和03年度～

・秋のバーチャル運動会開催（こおりやま広域圏事業者対抗戦）
・春のバーチャル運動会開催（こおりやま広域圏事業者対抗戦）
・日本生命野球部による広域圏小学生向けの「野球教室」開催（令和4年11月）
・経営者向け健康づくり研修会における講師依頼（令和6年2月）（健康政策課）

・小中学校への社会学習での協力

149 061000 未来創造課
活力ある個性豊かな地域社会の形成と発展の実現に向け
た郡山市と第一生命保険株式会社との包括連携協定

第一生命保険株式会社 1団体 民 包括 R3.11.17 令和03年度～
・健康的な食に関するセミナー開催（令和3年12月、令和4年1月）
・セーフコミュニティ周知活動（令和4年7月～）
・こおりやま広域圏企業向けSDGsセミナー開催（令和5年9月）

・各種健康関連の周知活動

150 061000 未来創造課
郡山市と株式会社ヨークベニマル、株式会社セブンイレ
ブン・ジャパン、株式会社イトーヨーカ堂との包括連携
協定

株式会社ヨークベニマル、株式会社セブ
ンイレブン・ジャパン、株式会社イトー
ヨーカ堂

3団体 民 包括 R3.12.1 令和03年度～
・セブンイレブンへのペットボトル回収機設置（令和4年9月）
・郡山市制施行100周年記念商品の開発・販売（ヨークベニマル、セブンイレブン）

随時連携

151 061000 未来創造課 連携中枢都市圏形成に係る連携協約 磐梯町 1団体 官 包括 R4.2.7 令和03年度～

・関係市町村及び外部有識者等による会議を開催し、各種協議、連絡調整
　こおりやま広域連携中枢都市圏ビジョン懇談会（外部有識者）毎年度開催、同幹事会
（企画担当課長会議）：年度5回程度開催
・連携中枢都市圏ビジョン（毎年度所要の変更）
・第２期連携中枢都市圏ビジョンの策定（令和6年3月）

・各連携事業を効果的・効率的に推進
し、「圏域全体の経済成長のけん引」、
「高次の都市機能の集積・強化」、「圏
域全体の生活関連機能サービスの向上」
の3つの役割を果たすことを目指す。

152 061000 未来創造課
こおりやま広域連携中枢都市圏公民協奏パートナーシッ
プ包括連携協定

株式会社ヨークベニマル
株式会社セブン‐イレブン・ジャパン
株式会社イトーヨーカ堂
公益財団法人三菱商事復興支援財団
大塚製薬株式会社仙台支店
株式会社日本旅行
東北電力株式会社郡山営業所

21団体 その他 包括 R4.2.7 令和03年度～

・スモールスタートを基本に事業を検討し、実施
　広域圏PRポスター制作、熱中症対策標語コンテスト、サステナブル・ブランド国際会議
開催、各種周知協力　等
・SDGs出前講座（令和5年6月～）【株式会社セブン-イレブン・ジャパン】

圏域を構成する各市町村と事業者等が、
緊密な相互連携と協働による活動を推進
し、将来にわたり持続可能な活力ある圏
域づくりに共に寄与することを目的とす
る。

153 061000 未来創造課 郡山市と損害保険ジャパン株式会社との包括連携協定 損害保険ジャパン株式会社 1団体 民 包括 R5.2.2 令和04年度～ ・新規採用職員研修　SDGsワークショップ（令和4年7月、令和5年7月、令和6年7月）
・SDGsを始めとする各種市政情報の周知
関係

154 061000 未来創造課
郡山市とリコージャパン株式会社福島支社との包括連携
協定

リコージャパン株式会社福島支社 1団体 民 包括 R5.7.24 令和05年度～
2023年8月　リコー環境事業開発センター（静岡県御殿場市）現地見学
2024年度：ドローンを活用したデジタル観光マップの作成

・職員向け及び市内中小企業向けのZEB化
についての講習会を開催予定

155 061000 未来創造課 郡山市とＩ＆Ｉグループとの包括連携協定 Ｉ＆Ｉグループ 7団体 民 包括 R7.3.13 令和６年度～

（1）地域の活性化に関すること
（2）地域モビリティに関すること
（3）教育、スポーツの推進に関すること
（4）防災、減災、環境に関すること
（5）その他、地方創生に関すること

156 061000 未来創造課 郡山市と株式会社ピーエイとの包括連携協定 株式会社ピーエイ 1団体 民 包括 R7.3.14 令和６年度～

（1）移住・定住の促進に関すること
　・協力隊インターン制度の活用
（2）シティプロモーションに関すること
　・ワーケーション推進、学生連携、特
産品の振興
（3）地域おこし協力隊の支援に関するこ
と
　・活動サポート、起業に向けた支援
（4）その他地方創生に関すること

157 061500 政策統計課
郡山市と東北学院大学大学院経済学研究科とのデータ分
析に関する協定

東北学院大学 1団体 学 事業 R7.6.10 令和７年
本市人口推計及び財政推計データ分析（令和７年度）

本協定は令和9年3月31日までとなってい
るが、双方の申し出がなければ延長とな
る。協定による連携事業は、（1）市の
データ分析に関する事業、（2）根拠に基
づく政策立案推進に関する事業等である
が、来年度以降は現時点においては未定
となっている。

158 092100
公有資産マネジ
メント課

災害時における応急対策業務の支援に関する協定
公益社団法人福島県公共嘱託登記土地家
屋調査士協会

1団体 民 災害 H25.10.4 平成25年度～ 実績なし ※災害協定のため有事の際対応
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159 093000 契約検査課 広告入り事務用封筒の製作及び無償提供に関する協定 株式会社郵宣協会 1団体 民 事業 R6.8.2 平成27年度～
　平成２８年度から、毎年３０万枚(長形３号：２０万枚、角形２号：１０万枚)の広告入
り事務用封筒の無償提供を受けている。
　事務用封筒を無償で提供を受けることにより歳出の削減が図られている。

　事業開始から令和６年まで広告入り事
務用封筒（３０万枚）の無償提供を受け
ており、協定を再締結したことにより、
令和７年についても同様に無償提供を受
ける予定。

160 121000 市民税課 郡山市と東北税理士会郡山支部との包括連携協定 東北税理士会郡山支部 1団体 民 包括 R6.11.8 令和６年度～

・税務相談会の周知、広報等協力
六士業合同無料相談会（令和6年11月）、税の無料相談会（令和7年２月）
・租税教室へ市職員講師派遣
令和６年度（熱海小学校、緑ヶ丘第一小学校）
令和７年度（桃見台小学校、穂積小学校、緑ヶ丘第一小学校）

・税務相談会の周知、広報等協力（例年
２月、11月）
・租税教室への講師派遣（市職員及び税
理士）
・税務行政のDX推進に関する情報共有
・税務相談会開催

161 122000 資産税課
AI相続ミツローくんを活用した固定資産税賦課事務にお
ける相続人調査の効率化実証事業に関する連携協定

株式会社サムポローニア 1団体 民 事業 R7.8.29 令和７年度
・令和７年８月２９日協定締結
・令和７年９月１日から実証事業開始
・システム操作説明・相続関係助言（随時）

・令和８年１月２８日相続人調査におけ
る相関図作成研修会の開催

162 183000 資源循環課 資源循環及び脱炭素化の推進に関する連携協定
川崎重工業株式会社、エア・ウォーター
東日本株式会社、東部ガス株式会社、日
東紡績株式会社

4団体 民 事業 R7.8.20 令和7度～
令和７年11月4日に富久山クリーンセンター敷地内にCO2分離・回収試験装置を着工。令和
８年５月稼働予定で工事を進行中。

環境省の委託事業を活用し、CO2の分離・
回収さらに燃料化して地域で循環活用で
きる「郡山モデル」構築に向けた検討。

163 150300
市民・ＮＰＯ活
動推進課

登記相談 福島県司法書士会郡山支部 1団体 民 事業 H28.4.1 昭和54年度～ 司法書士(無料)による無料相談会を開催(11回/年)し、市民サービスの向上を図った。
・司法書士による無料登記相談会の開催
（11回/年）

164 150300
市民・ＮＰＯ活
動推進課

町内会への加入促進に関する協定
郡山市自治会連合会、（公社）福島県宅
地建物取引業協会郡山支部、（公社）全
日本不動産協会福島県本部

3団体 民 事業 R2.10.2 令和２年度～

地域コミュニティの活性化を図るため、新たに転入された方や市内で転居した方に対する
町内会加入促進に向けた取組を実施した。
・不動産業団体への加入促進チラシの提供及び当該団体会員への配布（R2.10～）
・加入促進チラシの更新及び不動産業団体への提供（R7.1～）
・マンション等のオーナー向け加入促進協力チラシの作成及び不動産業各団体への配布
（R5.3～）
・情報交換会の開催（R4.1.21、R5.1.30、R6.1.26、R7.1.23、R8.1.27）

・加入促進チラシの追加配布（随時）
・情報交換会の開催
・加入促進チラシの更新及び不動産業団
体への提供予定

165 151000 国民健康保険課 健康づくりの推進に向けた包括的連携に関する協定 全国健康保険協会福島支部 1団体 民 事業 H26.9.24 平成26年度～ お薬手帳啓発ポスター等に協会けんぽのロゴを使用し、共同広報活動に取り組んでいる。 今後も共同広報活動を継続していく。

166 151000 国民健康保険課 薬剤処方適正化に向けた連携に関する協定 一般社団法人郡山薬剤師会 1団体 民 事業 H30.11.1 平成30年度～
薬剤による併用禁忌・重複服薬・多剤服薬者に対し、医薬品適正使用に関する事業を展開
するなど、薬剤処方適正化に取り組んでいる。

内容について適宜見直しを行いながら事
業を継続していく。

167 151000 国民健康保険課 郡山市糖尿病性腎症重症化予防に係る連携協定 一般社団法人郡山医師会 1団体 民 事業 R1.7.1 令和元年度～
糖尿病性腎症重症化を予防するために郡山医師会と連携し、未治療者及び治療中断者への
医療機関への受診勧奨や、保健指導対象者への指導等を実施している。

郡山医師会と連携し、糖尿病性腎症が重
症化するリスクの高い対象者に対して、
各種取組を実施し、重症化対策を強化し
ていく。
令和7年度予算額6,577千円

168 153000 市民課 郡山市番号案内表示モニター広報事業に関する協定 長田広告株式会社 1団体 民 事業 R4.7.25 平成24年度～
番号案内表示モニターの無償提供（R4.9～）
モニターにおける市政情報等の広報（R4.9～）

左記の取り組みを継続予定

169 153000 市民課 広告入り窓口封筒の製作及び無償提供に関する協定 株式会社ビオス 1団体 民 事業 R6.7.23 平成27年度～ 広告入り窓口封筒の無償提供（R6.10.1～R9.9.30）
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170 154000
セーフコミュニ
ティ課

安全で安心なまちづくりに関する協定
郡山商工会議所
福島県郡山警察署
福島県郡山北警察署

3団体 民 包括 H22.3.23 平成21年度～

〇郡山警察署（福島県警）「ＰＯＬＩＣＥメールふくしま」及び「ＰＯＬＩＣＥアプリふ
くしま」について
・広報こおりやま、ふれあいFAX、セーフコミュニティのX（旧Twitter）で周知
〇セーフコミュニティ活動参加及びデータ提供

同左

171 154000
セーフコミュニ
ティ課

郡山市高齢者運転免許証返納推進事業
郡山地区ハイヤータクシー協同組合、福
島交通（株）、会津乗合自動車（株）

3団体 民 事業 H29.7.24 平成29年度～
市が免許証を自主返納した７５歳以上の市民に対し交付している５，０００円分のバス・
タクシー利用券による市内公共交通機関の利用

同左
令和7年度当初予算内示額　3,210千円

172 161000 文化振興課 文化財に係る災害時の相互応援に関する協定
福島県、福島県教育委員会、福島県内の
市町村

60団体 官 災害 R2.3.25 令和02年度～ 連絡会議出席（R2.11.25、R4.7.26、R7.2.25） 物資および職員の派遣（災害発生時）

173 161000 文化振興課
「こおりやま文学の森資料館」所蔵フィルム修復に係る
協定

横浜市立大学 1団体 学 事業 R2.4.15 令和02年度～

修復可能性調査及びパイロット調査の実施（フィルム修復２本）（～R3.3）
パイロット調査の結果公表（R3.5）
本調査（フィルム修復２本）の実施（R4.4～R6.3）
修復可能性調査（未修復フィルム８本）及び追加調査（未修復フィルムのうち１本）の実
施（R6.10）

未修復フィルムの修復作業及び修復映像
の活用事業（R7.4～）

174 162000 スポーツ振興課
郡山市と株式会社デンソーとのホームタウンパートナー
に関する協定書

株式会社デンソー 1団体 民 事業 H29.11.15 平成29年度～

・うねめ祭りへの参加（H30、R6、R7）
・うねめメタバースへの協力（R7）
・バレーボール教室、スクールの開催（H30～）
・エアリービーズ移動用のバスへ郡山市のロゴを掲載しＰＲ（H30～）
・バレーボール大会「エアリービーズ杯」の開催（H30～R5、R7）
・チームの合宿、公開練習（H30～）
・郡山市サポーティングマッチ開催による市政PR、バレーボールの普及促進（H30～）
・市公式youtube、ウェブサイトでバレーボールトレーニング動画の紹介（R2）
・トップアスリート養成教室、オリパラ教育講師派遣（R2）
・市民無料招待等スポーツイノベーション事業（R2～）
・手話歌動画への出演（R4～6）
・お米の日PR写真撮影（R4～）
・サマーフェスタ（ビール祭り）への参加（R5）
・国勢調査の周知PR協力（R7）
・ふるさと納税返礼品に対する協力（R7）
・市税のしおり表紙への掲示（R7）
・文化団体連絡協議会との共同（華道/茶道/琴）によるSVリーグ公式戦実施（R7）
・安積歴史情報博物館にてチームの企画展実施（R7）

・バレーボール教室・スクールの開催
（R8）
・小学生対象のバレーボール大会の開催
（R8）
・チームの合宿（R8）
・スポーツイノベーション事業（通年）
・トップスポーツ魅力発信事業
・これまでの取り組みを継続し、随時実
施する。

175 162000 スポーツ振興課
郡山市と福島スポーツエンタテインメント株式会社との
プロスポーツを活用した地域振興に関する協定書

福島スポーツエンタテインメント株式会
社

1団体 民 事業 H30.8.17 平成30年度～

・選手、コーチによる市内小・中学校訪問（あいさつ活動、体育の授業、キャリア教育など）
（H30.9～）【小学校延べ30校、中学校1校　延べ3,600名の児童・生徒と交流】
・うねめ祭り、サマーフェスタ（ビール祭り）への参加（H30～）
・うねめメタバースへの協力（R7）
・郡山市サポーティングマッチ開催による市政ＰＲ、バスケットボールの普及促進（H30～)
・福島ファイヤーボンズウォーミングアップウェアへ郡山市のロゴを掲載しＰＲ(H30～)
・農業後継者不足問題、遊休農地・耕作放棄地解消事業のＰＲ、東日本大震災による風評払しょ
く(H31)
・新チーム・新ユニフォーム発表会を市役所内で開催(H30,R1)
・バスケットボール教室の開催(H31～)
・市公式youtube、ウェブサイトでバスケットボールトレーニング動画を公開（R2）
・広報こおりやまで自宅でできる運動の紹介(R2)
・台風19号で被災した本市に対し、募金活動を行い支援金を市に寄附(R1)
・スポーツイノベーション事業
〇健康運動教室、バスケットボール教室、スポーツ指導者講習）(R2～)
〇アクティブチャイルドプログラム（R3～）
〇夢チャレンジプログラム（R5～）
〇リズムトレーニング（R6～）
・手話歌動画への出演（R4・R5）
・お米の日PR写真撮影（R4）
・スポーツフェスティバルの開催（R6～）
・ホーム公式戦にまちなかウォーカブル事業（デジタルスタンプラリー）実施（R7）
・庁舎訪問（シーズン開幕前のあいさつ運動）（R7）
・国勢調査の周知PR協力（R7）
・ふるさと納税返礼品に対する協力（R7）
・市税のしおり表紙への掲示（R7）
・安積歴史情報博物館にてチームの企画展実施（R7）
・農業政策課/福島大学/地元菓子店の共同で「バスケット最中」の開発。開幕節で販売（R7）

・市内学校訪問（通年）、
・スポーツイノベーション事業（通年）
〇バスケットボールクリニック
〇健康運動プログラム
〇スポーツ指導者育成プログラム
〇アクティブチャイルドプログラム
〇夢チャレンジプログラム
〇スポーツリズムトレーニングプログラ
ム
・プロスポーツ魅力発信事業
・こおりやま広域圏ＰＲ事業
・まちなかウォーカブル事業

これまでの取り組みを継続し、随時実施
する。
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176 162000 スポーツ振興課
郡山市と仙台大学とのスポーツ振興、健康増進への取り
組みを通じた地域活性化及び教育研究の充実・発展に関
する連携・協力協定

学校法人朴沢学園 1団体 学 事業 R2.1.31 令和01年度～

・仙台大学アスレティックトレーナー部による郡山シティーマラソン大会における参加ラ
ンナーのケア等の協力（R5～）
・市民スポーツ教室（体力向上トレーニング教室）（R2～）
・スポーツイノベーション事業（ICT等を活用した部活動支援事業)
①スマートコーチ（アプリ）を利用した遠隔指導（R2～）
②仙台大学教員及び学生による直接指導（R3～）
③仙台大学教員による栄養指導またはセルフコーチング指導（R2～）

・仙台大学アスレティックトレーナー部
による郡山シティーマラソン大会におけ
る参加ランナーのケア等の協力（毎年4月
29日）
・市民スポーツ教室（体力向上トレーニ
ング教室）（毎年5月～12月）
・スポーツイノベーション事業（ICT等を
活用した運動部活動支援事業）
①スマートコーチ（アプリ）を利用した
遠隔指導）（毎年8月～2月）
②仙台大学教員及び学生による直接指導
（毎年8月～1月）
③仙台大学教員による栄養指導またはセ
ルフコーチング指導（毎年冬）

177 162000 スポーツ振興課
郡山市と株式会社ベースボールアカデミー福島との相互
協力に関する協定

株式会社ベースボールアカデミー福島 1団体 民 事業 R6.1.31 令和05年度～
・郡山シティーマラソン大会への運営協力（ボランティア参加）（R6.4）（R7.4）
・市制施行100周年記念メモリアルイベントの協力（R6.7）

（１）野球その他のスポーツの普及事業
に関すること
（２）イベントへの相互協力に関するこ
と
（３）アカデミー事業に関すること
（４）社会貢献・野球振興事業に関する
こと
（５）その他スポーツ振興及び地域活性
化に関すること

178 162000
スポーツ振興
課、上下水道局
経営戦略課

郡山市、郡山市上下水道局及び株式会社デンソーとの
「デンソーエアリービーズ練習用体育館建設」に関する
協定

郡山市上下水道局及び株式会社デンソー 1団体 民 事業 R6.5.30 令和６年度～
・「事業用定期借地権設定契約」締結
　貸付期間：20年（令和7年12月1日～27年11月30日）

(1)練習用体育館建設工事開始（R8）
(2)スポーツ振興及び地域貢献に資する練
習用体育館の利用に関すること。
(3)練習用体育館の防災利用に関するこ
と。
(4)練習用体育館用地の有償利用（賃貸
借）に関すること。
(5)その他目的達成のために必要な相互資
源の有効活用に関すること。

179 150500
ダイバーシティ
推進課

避難場所等情報提供に関する協定
三井住友海上火災保険株式会社
ファーストメディア株式会社

2団体 民 災害 H29.2.20 平成28年度～
多言語対応スマートフォン用アプリ「スマ保『災害時ナビ』」を通じて、災害時に適時郡
山市内の避難所等の情報を発信した。
※対応言語：７言語（日・英・中・韓・ベトナム・タガログ・ポルトガル）

今後も多言語対応スマートフォン用アプ
リ「スマ保『災害時ナビ』」を通じて、
災害時に郡山市内の避難所等の情報を発
信予定。

180 165000 観光政策課
官民連携による郡山版DMOの形成・推進（包括連携協
定）

株式会社JTB、（一社）郡山市観光協会 2団体 民 包括 H29.6.9 平成29年度～ 日本版DMO法人に登録（令和２年１月）

・株式会社JTB東北との協定終了（有効期
間：平成２９年１０月１日～平成３０年
３月３１日）
・株式会社JTBとの協定終了（有効期間：
平成３０年４月１日から令和２年３月３
１日）

181 165000 観光政策課
プレスリリース配信サービスを活用した災害に係る復
旧・復興情報の発信等に関する協定

株式会社PR TIMES 1団体 民 災害 R5.3.1 令和４年度～

令和7年2月4日からの大雪に係る災害救助法の適用により、R9.3.31まで全てのプレスリ
リース配信が無償となっていることから、本市の特徴的・先進的かつシティプロモーショ
ンに資する情報を配信した。
・Ｒ４年度　２件
・Ｒ５年度　48件
・Ｒ６年度　26件
・Ｒ７年度　24件（R8.2.1時点）

左記の取り組みを継続予定

182 165000 観光政策課 郡山市観光専門官の活動に関する協定 株式会社JTB 1団体 民 事業 R5.3.17 令和05年度～ 株式会社JTBの社員を専門官として委嘱し、観光事業の連携実施
継続実施(有効期間：令和5年４月１日～
令和８年３月３１日）
5,600千円（特別交付税措置 人件費）

183 181000 環境政策課
水素社会及び再生可能エネルギーの普及啓発の連携に関
する協定

株式会社アポロガス 1団体 民 事業 H29.12.18 平成29年度～

平成30年3月28日　㈱ｱﾎﾟﾛｶﾞｽによる日本初の再エネ利用商用移動式水素ステーションが
FREAに開所
平成30年8月3日　郡山市水素利活用推進研究会の設置。㈱ｱﾎﾟﾛｶﾞｽも当初より入会以降毎
年度会議の開催。

左記取り組みを継続予定

184 181000 環境政策課 再生可能エネルギー活用を通じた連携協定 横浜市 1団体 官 事業 H31.2.6 平成30年度～ 毎年度17市町村による再エネ連携連絡会を開催し情報交換 左記取り組みを継続予定
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185 181000 環境政策課 連携協力に関する協定 国立研究開発法人国立環境研究所 1団体 官 事業 H31.2.25 平成30年度～

①令和元年度及び令和2年度に、国立環境研究所をアドバイザーとする「こおりやま広域
圏気候変動適応等推進研究会」を各4回開催。また、上記研究会の成果として、令和3年9
月に「こおりやま広域圏気候変動適応策指針」を策定。なお、令和3年度からは「こおり
やま広域圏気候変動対策推進研究会」として活動。
＜開催実績＞
・令和元～3年度：各4回　・令和4～5年度：3回　・令和6年度：3回
②「気候変動適応法」に基づく「地域気候変動適応計画」の策定に向け、国立環境研究所
の支援の下、令和2年度に、庁内の関係21課を対象とする「気候変動適応ワーキンググ
ループ会議」を4回開催。上記会議の検討結果等を取りまとめ、令和3年3月に「郡山市気
候変動対策総合戦略（「地域気候変動適応計画」を含む計画）」を策定。

左記取り組みを継続予定

186 181000 環境政策課 連携協力に関する協定 福島県地球温暖化防止活動推進センター 1団体 民 事業 H31.4.23 令和01年度～
環境に関する出前講座への講師の派遣
・令和元年度：3回　　・令和2年度：1回　　・令和3年度：8回
・令和4年度：4回　　 ・令和5年度：3回　　・令和6年度：4回

左記取り組みを継続予定

187 181000 環境政策課
郡山市とこおりやま広域圏地球温暖化防止活動推進セン
ターとの連携協定

こおりやま広域圏地球温暖化防止活動推
進センター

1団体 民 事業 R5.6.30 令和05年度～

・環境イベントへの共同出展、セミナーの開催
　令和6年度　市民フェスタ（2024.10.13）、そなえるふくしま（2024.11.2）へ出展
・地域への自主的な地球温暖化啓発
住民向けの無料省エネ診断会を開催（田村市にて２回）
・本市の気候変動対策事業への協力（通年）

左記取り組みを継続予定

188 182000 ５Ｒ推進課 廃棄物の不法投棄についての情報提供に関する協定 郡山地区ハイヤータクシー協同組合 1団体 民 事業 H14.2.12 平成13年度～ 通常時、不法投棄等の情報提供 不法投棄等の情報提供（随時）

189 182000 ５Ｒ推進課 廃棄物の不法投棄についての情報提供に関する協定 協同組合郡山市環境保全公社 1団体 民 事業 H15.9.4 平成15年度～ 通常時、不法投棄等の情報提供 不法投棄等の情報提供（随時）

190 182000 ５Ｒ推進課 廃棄物の不法投棄についての情報提供に関する協定 グンダスト事業協同組合 1団体 民 事業 H15.9.4 平成15年度～ 通常時、不法投棄等の情報提供 不法投棄等の情報提供（随時）

191 182000 ５Ｒ推進課 廃棄物の不法投棄についての情報提供に関する協定 県中環境クリーン協同組合 1団体 民 事業 H15.9.4 平成15年度～ 通常時、不法投棄等の情報提供 不法投棄等の情報提供（随時）

192 182000 ５Ｒ推進課 廃棄物の不法投棄についての情報提供に関する協定 県南電気工事協同組合 1団体 民 事業 H15.9.4 平成15年度～ 通常時、不法投棄等の情報提供 不法投棄等の情報提供（随時）
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193 182000 ５Ｒ推進課 廃棄物の不法投棄についての情報提供に関する協定 郡山建設業者同友会 1団体 民 事業 H15.9.4 平成15年度～ 通常時、不法投棄等の情報提供 不法投棄等の情報提供（随時）

194 182000 ５Ｒ推進課 廃棄物の不法投棄についての情報提供に関する協定 郡山建設組合 1団体 民 事業 H15.9.4 平成15年度～ 通常時、不法投棄等の情報提供 不法投棄等の情報提供（随時）

195 182000 ５Ｒ推進課 廃棄物の不法投棄についての情報提供に関する協定 郡山市環境整備事業協同組合 1団体 民 事業 H15.9.4 平成15年度～ 通常時、不法投棄等の情報提供 不法投棄等の情報提供（随時）

196 182000 ５Ｒ推進課 廃棄物の不法投棄についての情報提供に関する協定 郡山市管工事協同組合 1団体 民 事業 H15.9.4 平成15年度～ 通常時、不法投棄等の情報提供 不法投棄等の情報提供（随時）

197 182000 ５Ｒ推進課 廃棄物の不法投棄についての情報提供に関する協定 郡山市下水道工事協同組合 1団体 民 事業 H15.9.4 平成15年度～ 通常時、不法投棄等の情報提供 不法投棄等の情報提供（随時）

198 182000 ５Ｒ推進課 廃棄物の不法投棄についての情報提供に関する協定 郡山市森林組合 1団体 民 事業 H15.9.4 平成15年度～ 通常時、不法投棄等の情報提供 不法投棄等の情報提供（随時）

199 182000 ５Ｒ推進課 廃棄物の不法投棄についての情報提供に関する協定 郡山市水管理協同組合 1団体 民 事業 H15.9.4 平成15年度～ 通常時、不法投棄等の情報提供 不法投棄等の情報提供（随時）

200 182000 ５Ｒ推進課 廃棄物の不法投棄についての情報提供に関する協定 郡山市造林事業推進連絡協議会 1団体 民 事業 H15.9.4 平成15年度～ 通常時、不法投棄等の情報提供 不法投棄等の情報提供（随時）

201 182000 ５Ｒ推進課 廃棄物の不法投棄についての情報提供に関する協定 郡山市内装仕上工事協会 1団体 民 事業 H15.9.4 平成15年度～ 通常時、不法投棄等の情報提供 不法投棄等の情報提供（随時）

202 182000 ５Ｒ推進課 廃棄物の不法投棄についての情報提供に関する協定 郡山市農業協同組合 1団体 民 事業 H15.9.4 平成15年度～ 通常時、不法投棄等の情報提供 不法投棄等の情報提供（随時）

203 182000 ５Ｒ推進課 廃棄物の不法投棄についての情報提供に関する協定 郡山地区再生資源協同組合 1団体 民 事業 H15.9.4 平成15年度～ 通常時、不法投棄等の情報提供 不法投棄等の情報提供（随時）

204 182000 ５Ｒ推進課 廃棄物の不法投棄についての情報提供に関する協定 郡山塗装業訓練事業組合 1団体 民 事業 H15.9.4 平成15年度～ 通常時、不法投棄等の情報提供 不法投棄等の情報提供（随時）
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205 182000 ５Ｒ推進課 廃棄物の不法投棄についての情報提供に関する協定 郡山トラックセンター事業協同組合 1団体 民 事業 H15.9.4 平成15年度～ 通常時、不法投棄等の情報提供 不法投棄等の情報提供（随時）

206 182000 ５Ｒ推進課 廃棄物の不法投棄についての情報提供に関する協定 福島県建設業協会郡山支部 1団体 民 事業 H15.9.4 平成15年度～ 通常時、不法投棄等の情報提供 不法投棄等の情報提供（随時）

207 182000 ５Ｒ推進課 廃棄物の不法投棄についての情報提供に関する協定 福島県造園建設業協会郡山支部 1団体 民 事業 H15.9.4 平成15年度～ 通常時、不法投棄等の情報提供 不法投棄等の情報提供（随時）

208 182000 ５Ｒ推進課 廃棄物の不法投棄についての情報提供に関する協定 福島県鉄筋業協同組合 1団体 民 事業 H15.9.4 平成15年度～ 通常時、不法投棄等の情報提供 不法投棄等の情報提供（随時）

209 182000 ５Ｒ推進課 廃棄物の不法投棄についての情報提供に関する協定 福島県トラック協会郡山支部 1団体 民 事業 H15.9.4 平成15年度～ 通常時、不法投棄等の情報提供 不法投棄等の情報提供（随時）

210 182000 ５Ｒ推進課 廃棄物の不法投棄についての情報提供に関する協定 社団法人福島県測量設計業協会県中支部 1団体 民 事業 H18.11.21 平成18年度～ 通常時、不法投棄等の情報提供 不法投棄等の情報提供（随時）

211 182000 ５Ｒ推進課 廃棄物の不法投棄についての情報提供に関する協定
新聞公正取引協議会福島県支部郡山地区
実行委員会

1団体 民 事業 H19.6.29 平成19年度～ 通常時、不法投棄等の情報提供 不法投棄等の情報提供（随時）
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212 182000 ５Ｒ推進課
災害時における災害ごみ収集運搬業務の協力に関する協
定

協同組合郡山市環境保全公社 1団体 民 災害 H22.12.14 平成22年度～
東日本大震災（H23.3.11）、令和元年東日本台風（H30.10.12）、福島県沖地震
（R3.2.13）、福島県沖地震（R4.3.16）の大規模災害発生時において、災害ごみ等の収集
運搬による協力をいただいた。

大規模災害発生時において、協定に基づ
く収集運搬等の協力を依頼する。

213 182000 ５Ｒ推進課
災害時における災害ごみ収集運搬業務の協力に関する協
定

グンダスト事業協同組合 1団体 民 災害 H22.12.14 平成22年度～
東日本大震災（H23.3.11）、令和元年東日本台風（H30.10.12）、福島県沖地震
（R3.2.13）、福島県沖地震（R4.3.16）の大規模災害発生時において、災害ごみ等の収集
運搬による協力をいただいた。

大規模災害発生時において、協定に基づ
く収集運搬等の協力を依頼する。

214 182000 ５Ｒ推進課
災害時における災害ごみ収集運搬業務の協力に関する協
定

郡山ダストクリーン協業組合 1団体 民 災害 H22.12.14 平成22年度～
東日本大震災（H23.3.11）、令和元年東日本台風（H30.10.12）、福島県沖地震
（R3.2.13）、福島県沖地震（R4.3.16）の大規模災害発生時において、災害ごみ等の収集
運搬による協力をいただいた。

大規模災害発生時において、協定に基づ
く収集運搬等の協力を依頼する。

215 182000 ５Ｒ推進課
災害時における災害ごみ収集運搬業務の協力に関する協
定

郡山市エコ・サービス協業組合 1団体 民 災害 H22.12.14 平成22年度～
東日本大震災（H23.3.11）、令和元年東日本台風（H30.10.12）、福島県沖地震
（R3.2.13）、福島県沖地震（R4.3.16）の大規模災害発生時において、災害ごみ等の収集
運搬による協力をいただいた。

大規模災害発生時において、協定に基づ
く収集運搬等の協力を依頼する。

216 182000 ５Ｒ推進課
災害時における災害し尿等収集運搬業務の協力に関する
協定

郡山市環境整備事業協同組合 1団体 民 災害 H22.12.14 平成22年度～
東日本大震災（H23.3.11）、令和元年東日本台風（H30.10.12）の甚大な災害発生時にお
いて、災害ごみ等の収集運搬による協力をいただいた。

大規模災害発生時において、協定に基づ
く収集運搬等の協力を依頼する。

217 182000 ５Ｒ推進課
災害時における災害し尿等収集運搬業務の協力に関する
協定

郡山市エコ・サービス協業組合 1団体 民 災害 H22.12.14 平成22年度～
東日本大震災（H23.3.11）、令和元年東日本台風（H30.10.12）の甚大な災害発生時にお
いて、災害ごみ等の収集運搬による協力をいただいた。

大規模災害発生時において、協定に基づ
く収集運搬等の協力を依頼する。

218 182000 ５Ｒ推進課
災害時における建築物等の解体等に伴う災害廃棄物の収
集運搬等に関する協定

一般社団法人　福島県解体工事業協会郡
山支部

1団体 民 災害 R3.2.18 令和02年度～
福島県沖地震（R3.2.13）の大規模災害発生時において、災害ごみ等の収集運搬による協
力をいただいた。

大規模災害発生時において、協定に基づ
く収集運搬等の協力を依頼する。

219 182000 ５Ｒ推進課 福島県災害廃棄物等の処理に係る相互応援に関する協定 福島県、県内59市町村、一部事務組合 72団体 その他 災害 R3.6.18 令和03年度～ ー
大規模災害発生時において、協定に基づ
き、本市のみでの対応が不可能な場合、
県及び他市町村の協力を依頼する。

220 182000 ５Ｒ推進課
使用済インクカートリッジ及びトナーカートリッジの再
資源化に関する覚書

ジット株式会社 1団体 民 事業 R4.11.1 令和４年度～

使用済インクカートリッジの回収・送付
Ｒ４年度回収実績　30.95ｋｇ
Ｒ５年度回収実績　43.32ｋｇ
Ｒ６年度回収実績　41.70ｋｇ
Ｒ７年度回収実績　41.15ｋｇ（４月から１月まで）

左記の取り組みを継続予定

221 182000 ５Ｒ推進課
郡山市と株式会社ジモティーとのリユース活動の促進に
向けた連携と協力に関する協定

株式会社ジモティー 1団体 民 事業 R5.1.16 令和４年度～

投稿数（郡山市を取引場所と指定した物品の総数）
R４年度　14,608件（1,217件/月）
R５年度　17,426件（1,452件/月）
R６年度　17,701件（1,475件/月）
R７年度　  9,874件（1,645件/月）（４月から９月まで）

令和８年１月29日　ジモティースポット郡山希望ヶ丘店オープン
オープンに伴う各種広報を実施。

市ウェブサイトや広報誌で市民へジモ
ティーを周知する。
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222 182000 ５Ｒ推進課
郡山市とリネットジャパンリサイクル株式会社との連携
と協力に関する覚書

リネットジャパンリサイクル株式会社 1団体 民 事業 R5.2.1 令和４年度～

Ｒ４回収実績　651.6ｋｇ
Ｒ５回収実績　4947.2ｋｇ
Ｒ６回収実績　5022.8ｋｇ
Ｒ７回収実績　3125.4ｋｇ（４月から11月まで）

市ウェブサイトや広報誌で市民へリネッ
トジャパンを周知する。

223 182000 ５Ｒ推進課
郡山市と株式会社マーケットエンタープライズとのリ
ユース活動の推進に向けた連携と協力に関する協定

株式会社マーケットエンタープライズ 1団体 民 事業 R5.11.24 令和５年度～
R5　依頼数 114件（23件/月）、商品数 314点（63件/月）（11月から３月まで）
R6　依頼数 275件（23件/月）、商品数 751点（62件/月）（４月から３月まで）
R7　依頼数 272件（27件/月）、商品数 717点（72件/月）（４月から１月まで）

市ウェブサイトや広報誌で市民へマー
ケットエンタープライズを周知する。

224 183000 資源循環課
郡山市と川崎重工業株式会社とのごみ処理施設から発生
する排ガスを対象としたCO2分離・回収技術の実証試験
実施に関する協定書

川崎重工業株式会社 1団体 民 事業 R5.3.16 令和５年度～

令和6年1月～評価試験開始、令和6年7月　評価試験終了。
本試験により、ごみ処理施設から発生する排ガスに適切な処理を行うことで、固体吸収法
によるCO2分離回収の適用が可能と確認。令和7年度から行う実証試験に向けた準備を進行
中。

①令和7年度から実施する実証試験で使用
する試験設備設置に向けた各種準備作
業。
②小型実証試験設備を用いたCO2分離回収
性能等試験。(令和7年度～令和9年度)

225 211000
保健福祉総務
課、生活支援課

生活保護受給者等就労自立促進事業に関する協定 郡山公共職業安定所 1団体 官 事業 H25.8.29 平成25年度～

　生活支援課にハローワーク窓口を開設し、生活保護受給者、児童扶養手当受給者、住居
確保給付金受給者及び生活困窮者自立支援法に基づく自立相談支援事業による支援を受け
ている生活困窮者（住居確保給付金受給者を除く。）等を対象として、郡山市と郡山公共
職業安定所が一体的就労支援を推進することにより、就労による自立を促進する。
　＜令和６年度実績＞支援対象者：290人のうち就労者：200人（就労率：69.0％）

　郡山公共職業安定所管内（郡山市、田
村市、三春町及び小野町）の福祉事務所
及び社会福祉協議会等で構成された「郡
山地域生活保護受給者等就労自立促進事
業協議会」において、現在の雇用状況等
の情報共有を図りながら、支援対象者の
生活環境、本人の希望、能力、適性等を
勘案したきめ細やかな一体的就労支援を
実施していく。

226 211000 保健福祉総務課 災害ボランティアセンターの設置・運営等に関する協定 社会福祉法人郡山市社会福祉協議会 1団体 民 災害 R3.6.15 令和03年度～
令和４年３月16日発生地震により、災害ボランティアセンターを設置した。
＜令和３年度実績＞設置期間：令和４年３月17日～令和４年５月31日

※災害協定のため有事の際対応

227 213000 健康長寿課 郡山市健康長寿サポート事業協定書
福島交通（株）、会津乗合自動車
（株）、郡山地区ハイヤータクシー協同
組合

3団体 民 事業 H27.4.1 平成27年度～

・福島交通…申請があった本市内に住所を有する75歳以上の高齢者に対し福島交通株式会
社が発行するNORUCA回数券への入金及びノルカパス75の購入に使用できる利用券の交付を
実施（H27～）
・会津乗合自動車…申請があった本市内に住所を有する75歳以上の高齢者に対し会津乗合
自動車株式会社が発行するAIZU NORUCA（記名式）への入金及びAIZU NORUCA定期券のうち
通勤定期券の購入に使用できる利用券の交付を実施（H27～）
・郡山地区ハイヤータクシー協同組合…申請があった本市内に住所を有する75歳以上の高
齢者に対し郡山地区ハイヤータクシー協同組合に加盟しているタクシー事業者の利用料金
に使用できる利用券の交付を実施（H27～）

左記の取り組みを継続予定

228 213200
地域包括ケア推
進課

「認知症高齢者SOS見守りネットワーク」に関する協定
郡山市認知症高齢者SOS見守りネットワー
ク連絡会

1団体 民 事業 H27.11.13 平成27年度～ 加盟団体等による業務中また日常における地域の見守り活動を実施。
加盟団体等による業務中また日常におけ
る地域の見守り活動を継続。

229 213200
地域包括ケア推
進課

認知症の方が安心して暮らせるまちづくり連携協定 エーザイ株式会社 1団体 民 事業 H30.10.23 平成30年度～

認知症の理解促進のための情報提供および地域包括ケアシステムの推進にあたり、専門職
とのフレイル予防を含めた連携等を実施。令和2年4月にはマスク等の支援物資について無
料提供、令和3年11月から定期的に認知症にかかるオンライン無料講習会の案内をいただ
き、各包括支援センター等関係機関に情報提供し、職員研修に活用した。

認知症の理解促進のための情報提供およ
び地域包括ケアシステムの推進にあた
り、専門職とのフレイル予防を含めた連
携等を継続。

230 215200 保健所総務課 災害時の医療救護に関する協定 一般社団法人　郡山医師会 1団体 民 災害 H18.2.28 平成17年度～
東日本大震災発生後、開成山野球場に設置した救護所や市内の避難所へ医師等を派遣し、
健康相談等を行った。

防災計画に基づき、必要があるときは救
護医療班の派遣を要請する。

21 / 32 



№ コード 課名 協定(連携)の名称 締結（連携）先 団体数
相手方
区分

種別
締結

年月日
事業開始年

度
実績

協定に基づく今後の取り組み
予定（内容・時期等）)

231 215200 保健所総務課 放射線内部被ばく検査等業務に関する協定
公益財団法人震災復興支援放射能対策研
究所

1団体 民 事業 H28.7.7 平成28年度～
令和6年12月末までに同研究所にて延べ4,513人がホールボディカウンタによる内部被ばく
検査を受検しており、内200人が本市にはない乳幼児用の内部被ばく検査機器「ベビース
キャン」を使用して検査を行うことができた。

今後も引き続き同研究所でホールボディ
カウンタによる内部被ばく検査を実施
し、放射線による健康影響に対する不安
解消に努める。

232 215200 保健所総務課 災害時の医療救護に関する協定 一般社団法人　郡山薬剤師会 1団体 民 災害 H30.3.1 平成29年度～ 実績はない
防災計画に基づき、必要があるときは救
護医療班の一員として薬剤師の派遣を要
請する。

233 215200 保健所総務課
新型インフルエンザ等感染症、指定感染症又は新感染症
に係る検査を提供する体制の確保に必要な措置に関する
協定

福島県、福島市、いわき市、(株)江東微
生物研究所 東北中央研究所、(株)ビー・
エム・エル、(株)昭和メディカルサイエ
ンス

6団体 その他 災害 R6.9.30 令和6年度～

新型インフルエンザ等感染症、指定感染
症又は新感染症が発生したとき、県は保
健所設置市である中核市3市と協議し、検
査機関に検査を要請する。

234 215200 保健所総務課 健康増進に関する連携協定 株式会社バイタルネット 1団体 民 事業 R7.3.14 令和７年度～
令和８年１月に郡山市及び郡山医師会との共催でプレコンセプションケア（妊娠前の健康
管理）に関する公開講座を行った。

疾患に関する啓発事業への講師派遣、産
前産後の子育て世代に対して、科学的根
拠に基づいた睡眠トラブル改善サポー
ト、家庭の状況を考慮した内容でのセミ
ナーの開催。

235 215300
保健所健康政策
課

大規模災害時における福島県DHEAT・健康支援チーム派
遣に関する協定

福島県 1団体 官 災害 H31.3.13 平成30年度～

・R6.3.14～3.20　能登半島地震に伴い石川県へ派遣
　保健師　1名
・平時の取組みとして、災害時健康危機管理支援チーム(DHEAT)養成研修へ派遣
　R7.12.1現在
　DHEAT養成研修受講者（延べ人数）
　基礎編　14名
　標準編　 4名

・大規模災害発生時の応援派遣。
・災害時健康危機管理支援チーム養成研
修へ派遣予定。

236 215300
保健所健康政策
課

郡山市と福島県立医科大学とのSDGｓの推進に関する包
括連携協定

公立大学法人福島県立医科大学 1団体 学 包括 R3.2.12 令和２年度～
・郡山市と福島県立医科大学との共同研究（Ｒ3.9.1～）
・R4.8.23,24　各研究者と関係部署担当者と意見交換会を開催
・R5.8.30　郡山市と福島県立医科大学との共同研究成果報告会を開催

237 215500
保健所保健・感
染症課

自殺予防の取組に関する包括連携協定 社会福祉法人福島いのちの電話 1団体 民 事業 R2.8.31 令和２年度～

・電話相談・メール相談の実施
・郡山市セーフコミュニティ推進協議会自殺予防対策推進委員会の委員として、市の普及
啓発活動である「自殺予防街頭キャンペーン」に参加（Ｒ6.9）
・自殺対策に関する情報提供について年に２～３回あり。

・電話相談・メール相談の実施
・郡山市セーフコミュニティ推進協議会
自殺予防対策推進委員会の委員として、
市の普及啓発活動である「自殺予防街頭
キャンペーン」に参加
・自殺対策に関する情報提供
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238 215500
保健所保健・感
染症課

郡山市と特定非営利活動法人 自殺対策支援センターラ
イフリンクとの「自殺対策ＳＮＳ等相談事業」に関する
連携協定

特定非営利活動法人　自殺対策支援センター
ライフリンク

1団体 民 事業 R4.3.15 令和03年度～
　「自殺対策ＳＮＳ等相談事業」に関する連携協定締結後、ライフリンクのＳＮＳ相談を
受けた郡山市民で、継続的な支援の必要の方について連携して対応している。

　自殺リスクが高く、対面・電話等によ
る支援が困難な方に対して、連携自治体
専用アカウントカード「＃いのちＳＯＳ
郡山市」を渡し、支援につなげる。

239 215600
保健所健康づく
り課

郡山市民における生活習慣病予防及び医療情報の高度利
用による健康寿命の推計、並びに健康寿命の延伸と健康
格差の縮小に関する研究協定書

公立大学法人　福島県立医科大学 1団体 学 事業 H24.12.3 平成24年度～
健診対象者の受診状況等の追跡調査の実施（H25～終了）
市職員への研修会講師及び調査研究等への支援（H29～）

R7年開始事業に関する支援（実施時期未
定）

240 215600
保健所健康づく
り課

がん検診受診促進企業との包括連携に関する協定
アフラック生命保険株式会社郡山支社、
第一生命保険（株）福島支社

2団体 民 事業 H29.9.15 平成29年度～

検診に関するアンケートを実施しながら、がん検診の周知啓発を実施（R2年　計255件）
検診に関するアンケートを実施しながら、がん検診の周知啓発を実施（R3年　計313件）
検診に関するアンケートを実施しながら、がん検診の周知啓発を実施（R4年　計354件）
がん検診の周知啓発を実施（R5年　R6年）
R2・3年度アンケート結果を参考に、市民へアンケートの実施及びがん検診チラシを作成
し配布
がん検診等受診率向上のため社員向けの説明会の実施（R5年7月、R7年7月）
ファミリーフェスタにてがん検診の周知啓発を実施（R5年10月、R6年10月）

241 215600
保健所健康づく
り課

糖尿病対策に関する包括連携協定 ノボ ノルディスク ファーマ株式会社 1団体 民 事業 H30.2.13 平成29年度～

３者共同研究の開始（H30.8～福島県立医科大学参画）
インタビュー及びアンケート調査の実施（H30年度）
研究結果報告書の作成及び報告会等の実施（R元年度）
ファミリーフェスタでの簡易血糖測定（R元年9月）
リーフレット作成（R元年度）
３者共同研究結果の活用（R2～糖尿病性腎症重症化予防プログラム実施）
ファミリーフェスタにおいてリーフレット配布を実施（R5年10月、R6年10月）
郡山医師会糖尿病性腎症重症化予防プログラムにかかる説明会（R5年10月）において、共
同研究結果報告を実施
３者共同研究結果の活用の継続（３者合同会議　R6年1月）

３者共同研究結果の活用の継続（R7年度
実施月未定）

242 215600
保健所健康づく
り課

市民の生活習慣病予防に向けた取組に関する包括連携協
定

公益財団法人福島県保健衛生協会 1団体 民 事業 R1.10.7 令和元年度～
働き世代の方に、尿検査による推定食塩摂取量の測定を実施
（R1:延べ333名、R2：154名）
※R3・4・5・６実施なし

働き世代に対する尿検査による推定食塩
摂取量の測定（R７未定）

243 215600
保健所健康づく
り課

禁煙支援及び喫煙・受動喫煙防止に関する包括連携協定 一般社団法人郡山薬剤師会 1団体 民 事業 R2.1.31 令和元年度～

禁煙支援薬局事業研修会の実施（R2年2月5日・10月17日、R4年12月1日、R5年9月21日、R6
年10月30日、R7年6月6日）
事業開始（R2年10月20日）
現在、登録薬局（R7年7月現在40か所）において相談事業継続中

相談事業継続予定

244 215600
保健所健康づく
り課

郡山市民の健康づくりの推進等に関する連携協定 アストラゼネカ株式会社 1団体 民 事業 R7.7.24 令和７年度～

市民の非感染性疾患（NCDs）の予防及び
管理の普及、推進等に関する取組につい
て
（詳細の内容及び時期については今後協
議を行い決定する）

245 215700
保健所生活衛生
課

災害時における被災動物(ペット)対策に関する協定
公益社団法人福島県獣医師会、福島県、
福島市、いわき市

4団体 その他 災害 H29.5.19 平成29年度～ 無 特になし

246 221000
こども総務企画
課

郡山市と福島県ユニセフ協会との包括的な連携・協力に
関する協定

福島県ユニセフ協会 1団体 民 事業 H31.3.4 平成30年度～

広報こおりやま、男女共同参画誌への記事掲載（R1）
講演会、研修会開催時における資料配布（R1）
こどもまつりにユニセフブース出展（R1.5）
各種審議会委員就任（R1～）

左記の取り組みを継続予定
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247 222000 子育て給付課
郡山市こども総合支援センター「ニコニコこども館」実
施事業連携協定書

学校法人郡山開成学園郡山女子大学 1団体 学 事業 H21.3.13 平成20年度～
・「ニコニコこども館まつり」事業（令和7年11月9日実施）
・「お楽しみコンサート」事業（令和7年12月6日実施）

・「ニコニコこども館まつり」事業（H21
年～毎年1回11月）
・「お楽しみコンサート」事業（H21年～
毎年1回12月）

248 222000 子育て給付課 元気な遊びのひろばの設置に関する協定書 株式会社ヨークベニマル 1団体 民 事業 H23.11.28 平成23年度～ 2011年の開館以来、元気な遊びのひろばの土地建物を無償貸与いただいている。
今後も元気な遊びのひろばを運営に協力
いただく。

249 222500 こども家庭課
母子健康手帳交付時に配布するマタニティストラップの
無償提供にかかる協定

株式会社
ＶisualＩnnovation

1団体 民 事業 H27.11.19 平成27年度～

・マタニティストラップ 3,300個（広告入り）、手提げ袋 3,300枚　無償提供（Ｈ28.3）
・マタニティストラップ 3,100個（広告入り）、手提げ袋 3,100枚　無償提供（Ｈ29.3）
・マタニティストラップ 3,100個（広告入り）、手提げ袋 3,100枚　無償提供（Ｈ30.3）
・マタニティストラップ 3,100個（広告入り）、手提げ袋 3,100枚　無償提供（Ｈ31.3）
・マタニティストラップ 3,000個（広告入り）、手提げ袋 3,000枚　無償提供（Ｒ2.3）
・マタニティストラップ 2,660個（広告入り）、手提げ袋 2,660枚　無償提供（Ｒ3.3）
・マタニティストラップ 2,600個（広告入り）、手提げ袋 2,600枚　無償提供（Ｒ4.3）
・マタニティストラップ 2,200個（広告入り）、手提げ袋 2,200枚　無償提供（Ｒ5.3）
・マタニティストラップ 2,000個（広告入り）、手提げ袋 2,000枚　無償提供（Ｒ6.3）
・マタニティストラップ 1,900個（広告入り）、手提げ袋 1,900枚　無償提供（Ｒ7.3）

R3.11.19～R5.3.31協定締結（4回を限度
に更新可）
R5.4.1～R6.3.31協定更新（1回目）
R6.4.1～R7.3.31協定更新（2回目）
R7.4.1～R8.3.31協定更新（3回目）

250 222500 こども家庭課 郡山市母子緊急一時宿泊施設確保事業に関する協定 郡山市旅館ホテル組合 1団体 民 事業 H31.3.26 平成31年度～

母子緊急一時宿泊施設確保事業
平成31年度：０件
令和2年度：2件（13泊14日）
令和3年度：0件
令和4年度：1件（2泊3日）
令和5年度：2件（23泊25日）
令和6年度：0件
令和7年度：0件

R3.4.1～R4.3.31協定更新（1回目）
R4.4.1～R5.3.31協定更新（2回目）
R5.4.1～R6.3.31協定更新（3回目）
R6.4.1～R7.3.31協定更新（4回目）
R7.4.1～R8.3.31協定更新（5回目）

251 223000 保育課 職業教育に係る事業連携協定書 郡山健康科学専門学校 1団体 学 事業 H29.12.12 平成29年度～ 公立保育所において保育実習生を受け入れ 左記の取り組みを継続予定

252 223000 保育課 病児保育事業の広域利用に関する協定書 猪苗代町、鏡石町、三春町 3団体 官 事業 R2.4.1 令和２年度～ 協定を締結した3団体の児童が本市病児保育施設を利用できるようになった（R2.4.1～）
左記の取り組みを継続予定
Ｒ８歳入予算額（広域連携事業費負担
金）　５２０千円（連携自治体総額）

253 223000 保育課 病児保育事業の広域利用に関する協定書 須賀川市、二本松市、天栄村、玉川村 4団体 官 事業 R3.4.1 令和３年度～ 協定を締結した4団体の児童が本市病児保育施設を利用できるようになった（R3.4.1～）
左記の取り組みを継続予定
Ｒ８歳入予算額（広域連携事業費負担
金）　５２０千円（連携自治体総額）

254 223000 保育課 病児保育事業の広域利用に関する協定書 本宮市 1団体 官 事業 R4.1.4 令和３年度～ 協定を締結した1団体の児童が本市病児保育施設を利用できるようになった（R4.1.4～）
左記の取り組みを継続予定
Ｒ８歳入予算額（広域連携事業費負担
金）　５２０千円（連携自治体総額）
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255 223000 保育課 病児保育事業の広域利用に関する協定書 大玉村、平田村、小野町 3団体 官 事業 R4.4.1 令和４年度～ 協定を締結した3団体の児童が本市病児保育施設を利用できるようになった（R4.4.1～）
左記の取り組みを継続予定
Ｒ８歳入予算額（広域連携事業費負担
金）　５２０千円（連携自治体総額）

256 223000 保育課 保育利用調整の実証実験に関する連携協定書 株式会社サイバーエージェント 1団体 民 事業 R4.9.13 令和04年度～

令和４年４月・令和５年４月入所の申し込みデータ（個人情報を除く）を当社に提供し、
分析を行い、きょうだいが同じ保育所に通いやすくなるよう保育利用基準を改正した。新
基準は令和６年４月入所から適用した。その後、令和６年４月入所選考データを分析し、
先の基準改正で入所率が若干下がった世帯類型の優先度を僅かに上げる微調整を行いさら
に公平性が確保されるよう保育利用基準を改正した。その基準は令和7年4月入所選考から
適用した。

令和７年４月入所選考の分析結果や、入
所申請児童の保護者を対象としたアン
ケートを基に、申請世帯の動向や傾向の
分析を進め、マッチングのみならず効果
的な事前案内の方法等についても検討を
進めていく。

257 223000 保育課 病児保育事業の広域利用に関する協定書 石川町 1団体 官 事業 R5.4.1 令和５年度～ 協定を締結した1団体の児童が本市病児保育施設を利用できるようになった（R5.4.1～）
左記の取り組みを継続予定
Ｒ８歳入予算額（広域連携事業費負担
金）　５２０千円（連携自治体総額）

258 261000 農業政策課
国立大学法人東京農工大学大学院農学研究院との地域連
携協定

国立大学法人東京農工大学大学院農学研
究院

1団体 学 包括 H29.1.17 平成28年度～

H29.1.17　連携協定記念講演会　「台風でも倒れにくいイネ品種開発」　大川泰一郎教授
H29.8.2～4　スーパーアグリサイエンススクール　イカの解剖等　野村義宏教授他
H29.11.18　スーパーアグリサイエンススクール　鯉のコラーゲン等　野村義宏教授他
H30.1.7～8　農工大留学生冬のこおりやま体験　デコ屋敷絵付け体験等
H30.7.24～27　スーパーアグリサイエンススクール　お野菜クレヨン等　野村義宏教授他
H30.12.15　高校生のための寺子屋事業　「農林業の地球環境変動への対応」
　　　　　　フロリダ大学カレン・カイナー教授
H31.1.12～13　農工大留学生冬のこおりやま体験　スケート体験等
R元.4.1～現在　農工大出張研究室（旧根木屋小学校）　見本植物工場、土壌分析等３研究室
R元.7.30～8.1　スーパーアグリサイエンススクール　モッツァレラチーズ　野村義宏教授他
R3.11.17　サイエンススクール　西田学園　野菜の色素とスライム　野村義宏教授他
R4.7～8　サイエンススクールＮＯＫＯ 花、野菜色素クレヨン等　野村義宏教授他
　　　　　　 (小学生:7.26～29、中学生:8.5～7、高校生:8.9）
R4.8.6　親子農業体験（ブルーベリー摘み取り体験等）荻原勲名誉教授、横山正名誉教授
R5.7～8　サイエンススクールＮＯＫＯ　カイコの観察、解剖　横山岳教授他
　　　　　　（小学生:7.25～26、中学生:7.27～28、高校生:8.2）
R5.7.29　親子農業体験（ブルーベリー摘み取り体験等）荻原勲名誉教授、横山正名誉教授
R5.11　農業者向け講座の開催　「土の微生物の働きを学ぶ講座」　横山正名誉教授
　　　　　　（全４回開催　11.2、11.9、11.16、11.30）
R5.9～R6.2　特定農政課題研究委託（グリーンツーリズム活動調査業務委託）
R6.7　サイエンススクールＮＯＫＯ カイコの観察、植物のジェノタイピング　横山岳教授、山田哲也教授、伊藤克彦准
教授
　　　　　　（小学生:7.20～21、中学生:7.21、高校生:7/28)
R6.8.19　市制施行100周年記念大学連携公開授業　「地球環境変動下における農学の重要性」　農学府長　農学部長
船田良教授
　　「地域の食と農の未来を拓く」荒井 聡　福島大学 食農学類長
R6.9～R7.3　特定農政課題研究委託（グリーンツーリズム活動調査業務委託）
R7.1　農業者向け講座の開催　「土の微生物の働きを学ぶ講座」　横山正名誉教授
　　　　　　（全2回開催　1.15、1.20）
R7.7～8　サイエンススクールＮＯＫＯ　カイコ、昆虫の観察、植物のジェノタイピング　横山岳教授、山田哲也教授、
伊藤克彦准教授
　　　　　　（小学生:7.12～13、中学生:7.13、高校生:8.2）

【継続】
夏季に小・中・高校生を対象にしたサイ
エンススクールを実施予定
農工大留学生のこおりやま農業体験
農工大との共同研究事業を２～３年継続
で実施予定

【予算】
　6,928千円（令和7年度予算）

259 261000 農業政策課 福島大学農学群食農学類との連携協力に関する覚書 福島大学食農学類 1団体 学 事業 H31.4.1 令和元年度～

●福島大学公開授業
　R1.6.28「フードマトリクスという新しい視点」松田幹教授
　R1.8.20「画像分析で切り拓く郡山市の新たな農業」則藤孝志准教授、深山陽子准教授、窪田陽
介准教授
　R1.11.29「地域を元気にする獣害対策」望月翔太准教授
　R4.1.21食農学類農学実践型教育プログラム郡山・猪苗代フィールド成果報告会
　R4.9.2「気候変動と品種改良」高橋 秀和 准教授
　R4.11.14「発酵醸造と微生物」藤井 力 教授
　R5.1.20食農学類農学実践型教育プログラム郡山・猪苗代フィールド成果報告会
　R5.08.23「土壌環境と作物生育」二瓶 直登 教授
　R5.11.08「加工食品の高付加価値化」 熊谷 武久 教授
　R6.01.19食農学類農学実践型教育プログラム郡山・猪苗代フィールド成果報告会
　R6.08.19「地域の食と農の未来を拓く」荒井 聡 食農学類長
　「地球環境変動下における農学の重要性」東京農工大学 船田 良 農学部長
　R6.11.27「スマート農業が切り開く未来の生産現場」窪田陽介准教授
　R7.01.31食農学類農学実践型教育プログラム郡山・猪苗代フィールド成果報告会
　R7.07.16「農商工連携による地域圏フードシステムの構築に向けて」則藤 孝志准教授
　R7.11.12「振動を用いて害虫を防除する」高梨 琢磨准教授
　R8.01.30食農学類農学実践型教育プログラム郡山・猪苗代フィールド成果報告会
●アグリテック学術連携モデル事業（R1年度）
　本市における活動　計６回
●農学実践型教育プログラム事業（R2年度～）
　本市における活動　R2年度　計7回
　　　　　　　　　　R3年度　計9回
　　　　　　　　　　R4年度　計17回
　　　　　　　　　　R5年度　計9回
　　　　　　　　　　R6年度　計9回
　　　　　　　　　　R7年度　計9回

【継続】
●福島大学公開授業
●農学実践型教育プログラム事業

【予算要求】
　2,376千円
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260 263000 園芸畜産振興課
郡山市と公益財団法人三菱商事復興支援財団との復興支
援における連携協力に関する協定

公益財団法人三菱商事復興支援財団 1団体 民 事業 H27.2.20 平成26年度～ 果樹農業６次産業化プロジェクトの実施（2015.2～）

公益財団法人三菱商事復興支援財団は、
2015年に「ふくしま逢瀬ワイナリー」を
建設され運営されてきましたが、当初計
画のとおり、事業開始から10年が経過し
たことに伴い、令和７年４月１日を以っ
て市への施設設備寄付、民間事業者へ事
業継承をされ、令和８年３月31日に連携

261 264000 農林基盤整備課 千五沢ダムの共同施設等の管理に関する協定

・東北農政局長
・河川管理者　福島県知事
・須賀川市長
・白河市長（旧東村長）
・中島村長
・石川町長
・玉川村長

7団体 官 事業 H9.3.28 平成08年度～

千五沢ダムの共同施設等の管理費用として受益農地に対応した負担金を毎年度（平成9年
度以降）、石川町へ支払う。
当該共同施設等に災害が発生し、その応急工事又は、復旧工事を行う必要が生じたとき
は、協議決定のうえ、実施する。

左に同じ。

262 264000 農林基盤整備課
郡山市と多面的機能支払交付金活動組織との「田んぼダ
ム」
事業に関する協定

多面的機能支払交付金活動組織「河内故
郷つくる会」

1団体 その他 事業 R3.11.19 令和03年度～
多面的機能支払交付金活動組織が、国補助事業を活用し、水田に一時的に雨水を貯留する
「田んぼダム」に係る資材を購入・設置作業を実施
・田んぼダム資材（落水桝）370基を水田86.4haへ設置完了（令和６年４月１日現在）

(１) 郡山市は団体に対して、「田んぼダ
ム」による水田の多面的機能（貯留機
能）を適切に維持・管理するための資材
について予算の定める範囲内で支給す
る。
(２) 団体は、前項で支給を受けた資材に
ついて適切な設置及び管理を行い、「田
んぼダム」による多面的機能（貯留機
能）の効果発揮に努める。
(３) 郡山市及び団体は、「田んぼダム」
に関する効果検証、アンケート調査、普
及活動等の「田んぼダム」推進に向けた
取組みに関して相互連携・協力する。

263 264000 農林基盤整備課
国営母畑土地改良事業（国営施設応急対策）の実施に伴
う管理財産委託に関する協定

・東北農政局長
・白河市長
・須賀川市長
・中島村長
・石川町長
・玉川村長
・福島県知事（立会人）

7団体 官 事業 R3.12.20 令和03年度～

関係自治体の共同施設である国営施設（千五沢ダム）に対して国が実施する国営母畑土地
改良事業（国営施設応急対策事業）における共同施設等の適切な管理。
・工事内容通知
・事業実施中の施設の管理

・工事等が竣工したときは、国は共同管
理者へ当該共同施設を引き渡す。

264 266000 産業雇用政策課 郡山市とイオン株式会社との地域貢献協定 イオン株式会社 1団体 民 包括 H27.3.24 平成26年度～

・すこやか子育て基金への寄附
　H27.8 イオンリテール株式会社と寄附に関する覚書締結
　R3.1 イオン東北株式会社と寄附に関する覚書締結
　R7.2 イオンリテール株式会社と寄附の納付手続きに関する変更覚書締結
・東北イオン会、トップバリュー合同見本市へのブース出展
・ショッピングモールフェスタの新規オープンに向けた連携事項の協議

左記の取組みを継続して実施する。

265 266000 産業雇用政策課
郡山市と日本政策金融公庫との連携・協力に関する包括
協定

日本政策金融公庫福島支店
日本政策金融公庫郡山支店

2団体 民 包括 H27.11.5 平成27年度～

・事業承継支援事業の協力及び支援機関連携会議への参画
・相手方のソーシャルビジネス支援メニューを中央図書館に展示
・「郡山市創業支援事業計画」に基づく「認定連携創業支援事業者」として創業支援ネッ
トワークに参加
・為替変動・輸出対策・企業連携研究会への参画

左記の取組みを継続して実施する。

266 266000 産業雇用政策課 福島労働局との雇用対策協定 福島労働局 1団体 官 事業 H30.3.22 平成29年度～

・毎年協定に基づく運営協議会を開催し、市・労働局・ハローワーク郡山の３者でそれぞ
れの年度内事業計画を策定し、結果を共有することで総合的かつ効果的な雇用対策を協
議。
・就業支援サービスの利便性向上のため、市の子育て支援施設ニコニコこども館へハロー
ワーク郡山マザーズコーナーを設置・運営。
・連携事業（主なもの）
　学生対象：大学生等合同企業説明会、新規高卒者等就職面接会を共同開催
　企業対象：ものづくり企業合同説明会を共同開催
・雇用対策本部の設置

左記の取組みを継続して実施する。

267 266000 産業雇用政策課 デジタルトランスフォーメーション推進に関する協定
一般社団法人日本デジタルトランス
フォーメーション推進協会

1団体 民 事業 R3.7.9 令和03年度～
こおりやまDXプラットフォームオンラインセミナーの講師
こおりやまDXプラットフォームの採択者の支援機関

左記の取組みを継続して実施する。

268 266000 産業雇用政策課
DXの推進による教育環境の向上及び産業の振興に関する
協定

株式会社ウェブレッジ 1団体 民 事業 R4.9.1 令和04年度～ ・授業支援アプリ導入実証研究
・ICT活用研修会の開催
・デジタルデータ、ICTを活用した中小企
業者事業開発支援　等
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269 266000 産業雇用政策課
郡山市と公益財団法人産業雇用安定センターとの連携に
関する協定

公益財団法人産業雇用安定センター 1団体 民 包括 R5.5.19 令和５年度～
・市内企業の雇用情勢について情報交換及びフェスタ、イトーヨーカドー関連の情報共
有、企業からの相談対応

・市内企業の雇用情勢について情報交
換、企業からの相談対応

270 266000 産業雇用政策課
産業分野におけるデジタルトランスフォーメーションの
推進並びにスタートアップの促進に関する協定

株式会社PeopleX 1団体 民 事業 R7.1.15 令和06年度～ ウェルビーイングな企業経営セミナー開催
中小企業等のDX人材育成支援、スタート
アップの促進

271 266000 産業雇用政策課 都市間協力に関する覚書 エッセン市（ドイツ） 1団体 官 事業 H29.12.1 平成29年度～

◆覚書締結
・H29.12 覚書締結（再生可能エネルギー分野、医療機器関連産業分野で都市間連携と交
流を推進）
・R1.9 連携協定締結（上記に教育及び次世代の人材育成を新たな連携分野に追加）
◆主な実績
・エッセン市から郡山市への訪問
・郡山市からエッセン市への訪問
・こおりやま広域圏エッセン市経済交流促進プログラム
・展示会へ相互出展（E-world energy&water、REIFふくしま など）
・教育及び人材育成分野の交流（安積高校、ウルフスクーレ学校との相互交流、クルップ
財団のインターンシップ受入など）
・IURCプログラム（エッセン市、グルノーブルアルプス都市圏、豊田市、郡山市）

広域圏企業とエッセン市を含むドイツ企
業との「再生可能エネルギー」及び「医
療・福祉機器関連産業」分野における技
術交流、人材育成、販路拡大、外資の誘
導等の促進により、産業の振興・集積を
図るとともに、「教育」と「次世代の人
材育成」における新たな連携を推進する
ことを目的として、エッセン市と連携交
流事業を実施する。

272 268000 産業創出課 知的財産の権利化・活用に向けた支援に関する協定 日本弁理士会 1団体 民 事業 H30.2.1 平成29年度～

平成30年8月27日：知的財産セミナー開催
令和元年12月6日（金）、13日（金）：福島県立テクノアカデミー郡山で知的財産授業開
催
令和２年11月26日(木)：郡山市立芳山小学校で知的財産授業開催
令和３年７月７日(水)、９日(金)：福島県立郡山商業高等学校で知的財産授業開催
令和４年７月11日（月）、13日（水）：福島県立郡山商業高等学校で知的財産授業開催
令和5年7月7日（金）福島県立郡山商業高校で知的財産授業開催
令和6年7月18日（水）福島県立郡山商業高校で知的財産授業開催

・知的財産授業開催
・発明工夫展審査会
令和7年度予算額：114千円

273 268000 産業創出課
東北大学未来科学技術共同研究センターと郡山市との連
携協力に関する協定

東北大学未来科学技術共同研究センター 1団体 学 事業 R2.3.16 令和元年度～

◆主な取組
・スマートエコタウン～下水道汚泥高純度水素直接製造～に係る意見交換
・ストレスの計測方法に係る意見交換
・オープンデータ活用に係る意見交換
・市内企業との意見交換会
・東北大発ベンチャーとの意見交換
・アイガモロボットの実証試験の実施

・東北大訪問
・東北大発ベンチャーに係る意見交換
令和7年度予算：35千円

274 268000 産業創出課 地方創生の推進に関する包括連携協定

①河村電器産業株式会社
②学校法人先端教育機構　事業構想大学
院大学

2団体 民 包括 R5.7.13 令和５年度～

郡山新事業開発プロジェクト
・郡山市の地域資源を再発見し、地域再生につながるような新規事業を構想。
・異業種の企業やパートナーとの知の共有やコラボレーションによる事業創出。
・2期の研究会（1期：2023.9～2024.3、2期：2024.8～2025.3）を通じて価値創造を担う
人材を育成。

なし

275 266000 産業雇用政策課 産学官協力に関する覚書 ランシット大学（タイ） 1団体 学 事業 2024.10.29 令和6年度～

・連携協定締結(2024.10.29)
・相互交流による情報交換、関係機関訪問
・採択企業と連携した健康関連食品のレシピ開発
・医療福祉関連製品（車椅子、実験動物用器具等）の評価先大学の紹介
・インターン生（２名）の市内企業への受入れ

・医療福祉関連製品の評価支援（車椅
子、実験動物用器具等）
・市産品等を活用したタイ向け商品とし
てのレシピ開発（甘酒・米粉麺・あんこ
等）
・市内企業等がタイマーケットへ参入す
るための支援・助言等（大学のネット
ワークの活用）
・ランシット大学生を市内企業へイン
ターン生として受入れ　など
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276 268000 産業創出課
郡山市と国立研究開発法人産業技術総合研究所との連
携・協力に関する協定書

国立研究開発法人産業技術総合研究所 1団体 官 事業
H24.11.6
H27.4.1（再締結）

平成24年度～

再生可能エネルギーに関する研究開発へ協力した。
地中熱ポテンシャルマップ作成のための観測井の設置、高性能風車開発の研究に係る実測
データ収集用地上ライダー設置、鉛直ライダーの試験評価施設設置、職員派遣（平成28年
度～、現在5代目）、被災地企業等再生可能エネルギー技術シーズ開発・事業化支援事業
に係る試験場所の提供、総合地方卸売市場における水素利用システムの実建物実証運用、
地中熱実証実験場所の提供
※鉛直ライダーの試験評価施設設置は、令和４年６月をもって返還を受け、契約解除

再生可能エネルギー世界展示会における
共同出展、研究所一般公開の共催、市勢
要覧や広報こおりやまにおける協力（研
究者インタビューやイベント情報の掲
載）、再生可能エネルギー施設見学等バ
スツアーの開催、郷土を学ぶ体験学習
（市内小中学校の体験活動や見学）、郡
山市水素利活用推進研究会、エッセン市
との都市間協力事業における協力、郡山
市学術・研究機関ネットワーク形成会議
等
令和7年度予算額：1,351千円

277 269000
総合地方卸売市
場管理事務所

災害時における生活物資等の供給協力に関する協定書 郡山市総合地方卸売市場組合 1団体 民 災害 H18.8.22 平成18年度～ 実績なし（自然災害等の際の有償による生活物資等の提供に関する協定であるため）
予定なし（災害発生時には、協定や応援
要請に基づき対応）

278 269000
総合地方卸売市
場管理事務所

全国公設地方卸売市場協議会災害時相互応援に関する協
定

全国公設地方卸売市場協議会 48団体 官 災害 H29.9.1 平成29年度～ 実績なし（応援要請がないため）
予定なし（災害発生時には、協定や応援
要請に基づき対応）

279 303000
道路保全課、河
川課

災害時における応急対策業務の支援に関する協定 福島県建設業協会郡山支部 1団体 民 災害 H11.6.1 平成11年度～

・令和元年度台風19号被害土砂撤去
・土のう設置撤去（年間）
・内水処理（年間）
・道路通行規制（年間）
・地下道通行規制（年間）

・道路、河川に係る災害復旧業務（年
間）
・土のう設置撤去業務（年間）
・内水処理業務（年間）
・道路通行規制業務（年間）
・地下道通行規制業務（年間）

280 303000
道路保全課、河
川課

災害時における応急対策業務の支援に関する協定書 一般社団法人こおりやま建設協会 1団体 民 災害 H20.8.5 平成20年度～

・令和元年度台風19号被害土砂撤去
・土のう設置撤去（年間）
・内水処理（年間）
・道路通行規制（年間）
・地下道通行規制（年間）
・R７.2.４からの大雪に伴う排雪（湖南）

・道路、河川に係る災害復旧業務（年
間）
・土のう設置撤去業務（年間）
・内水処理業務（年間）
・道路通行規制業務（年間）
・地下道通行規制業務（年間）

281 303000
道路保全課、河
川課

災害時における応急対策業務の支援に関する協定書 一般社団法人郡山建設業者同友会 1団体 民 災害 H21.9.1 平成21年度～

・令和元年度台風19号被害土砂撤去
・土のう設置撤去（年間）
・内水処理（年間）
・道路通行規制（年間）
・地下道通行規制（年間）
・R７.2.４からの大雪に伴う排雪（熱海）

・道路、河川に係る災害復旧業務（年
間）
・土のう設置撤去業務（年間）
・内水処理業務（年間）
・道路通行規制業務（年間）
・地下道通行規制業務（年間）

282 303000
道路保全課、河
川課

災害時における応急対策業務の支援に関する協定 福島県造園建設業協会郡山支部 1団体 民 災害 H25.3.21 平成24年度～
・支障木伐採（年間）
・令和元年度台風19号被害土砂撤去

・支障木伐採（年間）
・道路、河川に係る災害復旧業務（年
間）

283 303000 道路保全課 災害時における応急対策業務の支援に関する協定書 一般社団法人ダンプカー協会 1団体 民 災害 H25.3.28 平成24年度～ 特になし ・道路に係る災害復旧業務（年間）

284 303000 道路保全課 災害時における応急対策業務の支援に関する協定 郡山市交通安全施設整備協会 1団体 民 災害 R3.2.25 令和２年度～
・カーブミラーの点検（令和２年度 約5,500基）
・道路に係る災害復旧業務（年間）
・道路通行規制業務（年間）

・道路に係る災害復旧業務（年間）
・道路通行規制業務（年間）
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285 305000 建築課 災害時における応急対策業務の支援に関する協定 郡山電設業者協議会 1団体 民 災害 H20.2.22 平成19年度～
台風19号に係る学校施設の被害状況把握、仮設復旧、応急復旧等の対応
（R元10.16～R元.11.29）
災害時における応急対策業務への支援

災害時における応急対策業務への支援を
継続予定

286 305000 建築課 災害時における応急対策業務の支援に関する協定 県中通信情報設備協同組合 1団体 民 災害 H20.2.22 平成19年度～
台風19号に係る学校施設の被害状況把握、仮設復旧等の対応
（R元10.16～R元.11.29）
災害時における応急対策業務への支援

災害時における応急対策業務への支援を
継続予定

287 305000 建築課 災害時における応急対策業務の支援に関する協定 郡山市管工事協同組合 1団体 民 災害 H22.12.14 平成21年度～
台風19号に係る学校施設の被害状況把握、仮設復旧等の対応
（R元10.15～R元.11.29）
災害時における応急対策業務への支援

災害時における応急対策業務への支援を
継続予定

288 305000 建築課 災害時における応急対策業務の支援に関する協定 郡山鳶土木建設業組合 1団体 民 災害 H24.4.25 平成24年度～ なし
災害時における応急対策業務への支援を
継続予定

289 305000 建築課 災害時の応急対策業務の支援 福島県住環境復興事業協同組合 1団体 民 災害 H29.7.20 平成29年度～ なし
災害時における応急対策業務への支援を
継続予定

290 305000 建築課 災害時における応急対策業務の支援に関する協定 県南電気工事協同組合 1団体 民 災害 R3.3.18 令和02年度～ なし
災害時における応急対策業務への支援を
継続予定

291 331000 都市政策課
日本大学工学部とＢＲＪ株式会社及び郡山市との共同研
究にかかる連携協定

日本大学工学部・ＢＲＪ株式会社 2団体 その他 事業 R5.9.12 令和05年度～
・令和6年7月～11月まで電動キックボード導入社会実験実施
・令和7年1月末に分析結果を報告、共有

・引き続き各団体で研究、分析を行う予
定。

292 331500 総合交通政策課 災害時等におけるバス車両退避に関する協定書
保土谷化学工業株式会社、福島交通株式
会社郡山支社

2団体 民 災害 R1.10.7 令和元年度～
・令和２年度から毎年１回保土谷化学工業(株)郡山工場において、福島交通バス車両の退
避訓練を実施（令和７年度は７月10日実施）

・災害時の福島交通バス車両退避
・左記の取り組みを継続予定
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293 331500 総合交通政策課
郡山市と株式会社駅探との地域公共交通活性化に関する
連携協定

株式会社駅探 1団体 民 事業 R5.11.15 令和５年度～
・地域情報WEBメディア「駅探LOCAL」の活用（令和５年度活用回数：３回、令和６年度活
用回数：3回、令和７年度活用回数：１回）

(1)乗換案内サイトの駅探.com上で運営さ
れる地域情報WEBメディア「駅探LOCAL」
での情報配信に関すること
(2）地域公共交通活性化や持続可能な公
共交通網の形成に向けた調査・研究に関
すること
(3)その他地域公共交通活性化に関するこ
と

294 335000 開発建築法務課 無料増改築相談に関する協定書 郡山住宅増改築相談員会 1団体 民 事業 S62.10.13 昭和62年度～ 市民相談センターにおいて住宅の増改築関係の無料相談を行っている。

毎月第二火曜日に午後１時から４時ま
で、市役所西庁舎の市民相談センターで
市民からの増改築相談を受けている。成
果があるため、引き続き増改築相談を実
施する。

295 335000 開発建築法務課 違反広告物の除却に関する協定書
東北電力株式会社郡山営業所 、株式会社
NTT東日本　福島郡山支店

2団体 民 事業 H17.9.29 平成17年度～
協定団体によるビラ等の除却はないが、違反広告物の通報体制が確立され、市による円滑
な除却対応が行われている。

ビラなどの違反広告物は減少傾向にある
が、今後も引き続き通報等の連絡体制の
確立による円滑な除却を実施する。

296 335000 開発建築法務課 違反広告物の除却に関する協定書 市内27商店街 27団体 民 事業 H18.11.30 平成18年度～
協定団体によるビラ等の除却はないが、違反広告物の通報体制が確立され、市による円滑
な除却対応が行われている。

ビラなどの違反広告物は減少傾向にある
が、今後も引き続き通報等の連絡体制の
確立による円滑な除却を実施する。

297 335000 開発建築法務課 違反広告物の除却に関する協定書 市内12地区商工会 12団体 民 事業 H19.7.12 平成19年度～
協定団体によるビラ等の除却はないが、違反広告物の通報体制が確立され、市による円滑
な除却対応が行われている。

ビラなどの違反広告物は減少傾向にある
が、今後も引き続き通報等の連絡体制の
確立による円滑な除却を実施する。

298 335000 開発建築法務課 建築物等の応急対策業務の支援に関する協定
特定非営利活動法人福島県構造物調査診
断機構

1団体 民 災害 H26.11.20 平成26年度～ なし
災害時に必要に応じて、協力・支援を行
う。

299 335000 開発建築法務課 建築物等の応急対策業務の支援に関する協定 福島県外壁診断協会 1団体 民 災害 H26.11.20 平成26年度～ なし
災害時に必要に応じて、協力・支援を行
う。
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300 471000
上下水道局総務
課

日本水道協会福島県支部災害時相互応援に関する協定
日本水道協会福島県支部の会員である県
内の水道事業体（39団体）

39団体 民 災害 H18.5.26 平成18年度～

【協定により郡山市が行った支援】
・会津若松市赤水による濁水発生時、給水車1台出動　（Ｈ29年7月）
・会津若松市漏水事故発生時漏水補修器などの提供　 （Ｒ元年8月）
・台風19号発生時、相馬地方広域企業団（新地町）に給水車１台出動　（Ｒ元年10月）
・Ｒ4年3月16日発生地震時、相馬地方広域企業団（南相馬市）に給水車1台出動（Ｒ4年3
月）

・今後も災害が起こった際は同様の活動
に取り組む予定

301 471000
上下水道局総務
課（下水道保全
課）

災害時における応急対策業務の支援 協同組合ミズテック 1団体 民 災害 H24.11.7 平成24年度～
・マンホールポンプ場等の汚水吸引・搬送（Ｒ１.10<台風>）
・多田野農業集落排水処理施設応急汚水運搬（Ｒ３．９）

・災害時の応急対策業務のため、その都
度、委託契約を締結予定

302 471000
上下水道局総務
課

日本水道協会東北地方支部災害時相互応援に関する協定
日本水道協会東北地方支部長及び各県支
部長（6団体）

6団体 民 災害 H26.4.11 平成26年度～

【協定により郡山市が行った支援】
・令和6年能登半島地震 応急給水活動のため、珠洲市、七尾市に給水車1台出動（R6.1～2
月）
・令和6年能登半島地震 応急復旧活動のため、珠洲市に職員11名派遣（R6.4月）

・今後も災害が起こった際は同様の活動
に取り組む予定

303 471000
上下水道局総務
課（下水道保全
課）

災害時における応急対策業務の支援 公益社団法人日本下水道管路管理業協会 1団体 民 災害 H27.2.27 平成27年度～
・雨水幹線調査、汚水吸引・搬送（Ｒ１.10<台風>）
・合流管等被害状況調査（Ｒ３.２<地震>）
・合流管等被害状況調査（Ｒ４.３<地震>）

・災害時の応急対策業務のため、その都
度、委託契約を締結予定

304 471000
上下水道局総務
課（下水道保全
課）

災害時における応急対策業務の支援に関する協定 （一社）こおりやま建設協会 1団体 民 災害 H29.5.30 平成29年度～
・応急対策業務契約(単価契約) (Ｈ29年度～）
　災害発生時等の土のう配布、排水ポンプ、樋門操作

・災害対策及び災害時の応急対策業務の
ため、年間委託契約を継続予定

305 471000

上下水道局総務
課（水道施設
課、浄水課、下
水道保全課）

災害時における上下水道施設応急対策の支援に関する協
定

郡山市管工事協同組合 1団体 民 災害 H30.1.19 平成29年度～
・台風19号発生時、応急復旧工事及び応急給水活動（Ｒ元年10月）
・令和6年能登半島地震 応急復旧活動のため、珠洲市に組合員14名派遣（R6.4月）

・今後も災害が起こった際は同様の活動
に取り組む予定

306 471000
上下水道局総務
課（下水道保全
課）

災害時における応急対策業務の支援に関する協定 （一社）郡山建設業者同友会 1団体 民 災害 H30.7.19 平成30年度～
・応急対策業務契約(単価契約) （Ｈ30年度～）
　災害発生時等の土のう配布、排水ポンプ、樋門操作

・災害対策及び災害時の応急対策業務の
ため、年間委託契約を継続予定

307 471000
上下水道局総務
課（営業課）

災害時応急対策業務に関する協定 第一環境（株）東北支店 1団体 民 災害 R7.4.1 令和7年度～
・災害時に協定に基づく業務活動に取り
組む予定

308 472000

上下水道局経営
戦略課、上下水
道局下水道保全
課

郡山市と日本大学工学部との下水道事業における連携協
力に関する協定

日本大学工学部 1団体 学 包括 H28.10.31 平成28年度～
下水処理技術「ロハスの花壇」の実証実験（H29.8.10～）
水位観測データの情報共有（H28.11～）

左記の取り組みを継続予定

309 513000 生涯学習課
学生ボランティアによる児童生徒の学習支援等への参画
に関する協定書

郡山女子大学、郡山女子大学短期大学
部、奥羽大学、日本大学工学部

4団体 学 事業 H27.3.26 平成26年度～ 市内４大学生による学習支援の実施（H26～） 左記の取り組みを継続予定

310 522000 学校教育推進課 不審者についての情報提供に関する協定
郡山市内郵便局代表　郡山郵便局　郡山
警察署 郡山北警察署 郡山地区ハイヤー
タクシー協同組合

4団体 民 事業 H16.7.8 平成16年度～ 警戒ステッカーの明示を推進し、被害事故防止を図る（H16～） 左記の取り組みを継続予定

311 522000 学校教育推進課 連絡協議会設置に関する協定 福島大学人間発達文化学類 1団体 学 事業 H19.3.27 平成18年度～ 福島大学生による学習支援の実施（H18～） 左記の取り組みを継続予定
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№ コード 課名 協定(連携)の名称 締結（連携）先 団体数
相手方
区分

種別
締結

年月日
事業開始年

度
実績

協定に基づく今後の取り組み
予定（内容・時期等）)

312 540300
教育研修セン
ター

学校教育の課題の解決及び令和の日本型学校教育の実現
に関する協定

株式会社エフコム 1団体 民 事業 R5.7.24 令和05年度～

・初任者研修に際して、エフコム管理施設（エフコムドリーム・ラボ上伊豆島）の場所の
提供。
・郡山第六中学校における実証実験に際して、技術の提供/資材の提供/業者調整への協
力。
・ニコニコこども館における実証実験に際して、技術の提供及び事業者との調整。
・芳山小学校における研究公開に際して、技術の提供。
・西田学園における実証実験に際して、技術の提供。
・県立安積中学校に向けた進路指導に際して、情報の提供。
・不登校児童生徒支援におけるメタバース活用実証実験に際して、技術の提供および事業
者との連絡調整。

・その他学校教育のDX推進に関する連
携。
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